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平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第５４号

北海道税条例等の一部を改正する条例

（北海道税条例の一部改正）

第１条 北海道税条例（昭和２５年北海道条例第５６号）の一部を次のように改正す

る。

目次中「第７節 削除」を
「第７節 自動車取得税

第７節の２ 軽油引取税」
に、
「第１節 自動車

第２節 軽油引

取得税

取税 」
を「第１節及び第２節 削除」に改める。

第３条第１項中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号を第９号

とし、第６号の次に次の２号を加える。

� 自動車取得税

� 軽油引取税

第３条第２項第１号及び第２号を次のように改める。

�及び� 削除

第８条第１項中第１０号及び第１１号を削り、第９号を第１１号とし、第８号を第

１０号とし、第７号を第９号とし、第６号の次に次の２号を加える。

� 自動車取得税 当該自動車に係る登録事務を所管する運輸支局の所在地

� 軽油引取税 第６１条第１項又は第２項の場合にあっては特約業者又は元

売業者の事務所又は事業所の所在地（特約業者又は元売業者の事務所又は

事業所の所在地が他の都府県の区域内である場合にあっては、札幌道税事

務所の所管区域内の地）、同条第３項の場合にあっては特約業者又は元売

業者の事業所の所在地、同条第４項の場合にあっては特約業者又は元売業

者以外の石油製品の販売業者（以下「石油製品販売業者」という。）の事

業所の所在地、同条第５項の場合にあっては自動車の主たる定置場の所在

地、同条第６項の場合にあっては当該軽油を所有している者の当該軽油を

直接管理する事務所又は事業所の所在地、第６１条の２第１項第１号又は第

２号の場合にあっては当該軽油の消費をする者の当該消費について直接関

係を有する事務所又は事業所の所在地、同項第３号又は第４号の場合に

あっては当該軽油に係る第６１条の１２第６項に規定する免税証の交付を受け

た地、第６１条の２第１項第５号の場合にあっては当該消費又は譲渡をする

者の当該消費又は譲渡について直接関係を有する事務所又は事業所の所在

地、同項第６号の場合にあっては当該輸入をする者（関税法（昭和２９年法

律第６１号）第６７条の輸入の許可を受ける場合には当該許可を受ける者をい

う。以下同じ。）の当該輸入について直接関係を有する事務所又は事業所

の所在地

第３８条の２第１項中「公的医療機関」の次に「（以下「公的医療機関」とい

う。）」を加える。

第４４条の１０の５第１項中「、協同組合連合会又は商店街振興組合」を「又は

協同組合連合会」に改める。

第２章第７節を次のように改める。

第７節 自動車取得税

（自動車取得税の納税義務者等）

第４７条 自動車取得税は、自動車の取得に対し、当該自動車の取得者に課する。

２ 前項の「自動車」とは、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条

第２項に規定する自動車（政令で定める自動車の付加物を含む。）をいい、

同法第３条の大型特殊自動車及び小型特殊自動車並びに同条の小型自動車及
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び軽自動車のうち二輪のもの（側車付二輪自動車を含む。）を除くものとし、

前項の「自動車の取得」には、自動車製造業者の製造による自動車の取得、

自動車販売業者の販売のための自動車の取得その他政令で定める自動車の取

得を含まないものとする。

（自動車取得税のみなす課税）

第４８条 前条第１項の自動車（以下この節において「自動車」という。）の売

買契約において、売主が当該自動車の所有権を留保している場合においても、

当該売買契約の締結を同項の自動車の取得（以下この節において「自動車の

取得」という。）と、買主を自動車の取得者とみなして、自動車取得税を課

する。

２ 前項の規定の適用を受ける自動車について買主の変更があったときは、当

該買主の変更に係る契約の締結を自動車の取得と、新たに買主となる者を自

動車の取得者とみなして、自動車取得税を課する。

３ 自動車製造業者、自動車販売業者又は前条第２項の政令で定める自動車の

取得をした者（以下この項において「販売業者等」という。）が、その製造

により取得した自動車又はその販売のためその他運行（道路運送車両法第２

条第５項に規定する運行をいう。以下この条において同じ。）以外の目的に

供するため取得した自動車について、当該販売業者等が運行の用に供した場

合（当該販売業者等から当該自動車の貸与を受けた者がこれを運行の用に供

した場合を含む。）においては、当該運行の用に供することを自動車の取得

と、当該販売業者等を自動車の取得者とみなして、自動車取得税を課する。

この場合において、当該販売業者等が、当該自動車について、同法第７条の

規定による登録を受けたとき（当該登録前に第１項の規定の適用がある自動

車の売買がされたときを除く。）、同法第６０条の規定による自動車検査証の

交付を受けたとき（同法第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車に係る場

合に限る。）又は同法第９７条の３の規定による届出をしたときは、当該自動

車の登録、自動車検査証の交付又は届出を当該運行の用に供することとみな

す。

４ 法の施行地外で自動車を取得した者が、当該自動車を法の施行地内に持ち

込んで運行の用に供した場合には、当該自動車を運行の用に供することを自

動車の取得と、当該自動車を運行の用に供する者を自動車の取得者とみなし

て、自動車取得税を課する。

（自動車取得税の課税標準）

第４９条 自動車取得税の課税標準は、自動車の取得価額とする。

２ 次に掲げる自動車の取得については、総務省令で定めるところにより算定

した金額を前項の取得価額とみなす。

� 無償でされた自動車の取得

� 自動車を譲渡した者が親族その他当該自動車を取得した者と特殊の関係

のある者で政令で定めるものである場合その他特別の事情がある場合にお

ける自動車の取得で政令で定めるもの

� 代物弁済に係る給付として又は交換若しくは民法第５５３条の負担付贈与

（被相続人から相続人以外の者に対してされた同法第１００２条第１項の負担

付遺贈を含む。）に係る財産の移転としてされた場合における自動車の取

得

� 前条第３項又は第４項の規定により自動車の取得があったものとみなさ

れる場合における当該自動車の取得

（自動車取得税の税率）

第５０条 自動車取得税の税率は、１００分の３とする。

（自動車取得税の免税点）

第５１条 自動車の取得価額が１５万円以下である自動車の取得に対しては、自動

車取得税を課さない。

（自動車取得税の徴収の方法）

第５２条 自動車取得税の徴収については、申告納付の方法による。

（自動車取得税の申告納付）

第５３条 自動車取得税の納税義務者は、次の各号に掲げる自動車の取得の区分

に応じ、当該各号に定める時又は日までに、総務省令で定める様式による申

告書を知事に提出するとともに、その申告した税額を納付しなければならな

い。

� 道路運送車両法第７条の規定による登録、同法第５９条の規定による検査

（検査対象軽自動車に係るものに限る。）又は同法第９７条の３の規定によ

る届出がされる自動車に係る自動車の取得 当該登録、検査又は届出の時

� 道路運送車両法第１３条の規定による登録を受けるべき自動車の取得 当
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該登録を受けるべき事由があった日から１５日を経過する日（その日前に当

該登録を受けたときは、当該登録の時）

� 前２号の自動車の取得以外の自動車の取得で、道路運送車両法第６７条第

１項の規定による自動車検査証の記入を受けるべき自動車の取得又は総務

省令で定める自動車の取得 当該記入を受けるべき事由があった日から１５

日を経過する日（その日前に当該記入を受けたときは、当該記入の時）又

は総務省令で定める日

� 前３号の自動車の取得以外の自動車の取得 当該自動車の取得の日から

１５日を経過する日

（自動車取得税の期限後申告及び修正申告納付）

第５４条 前条の規定によって申告書を提出すべき者は、当該申告書の提出期限

後においても、法第１２９条第４項の規定による決定の通知があるまでは、前

条の規定によって申告納付することができる。

２ 前条若しくは前項若しくはこの項の規定によって申告書若しくは修正申告

書を提出した者又は法第１２９条の規定による更正若しくは決定を受けた者は、

当該申告書若しくは修正申告書又は当該更正若しくは決定に係る課税標準額

又は税額について不足額がある場合には、遅滞なく、規則で定める修正申告

書を知事に提出するとともに、その修正により増加した税額を納付しなけれ

ばならない。

（自動車取得税の納付の方法）

第５５条 自動車取得税の納税義務者は、第５３条又は前条の規定により自動車取

得税額を納付する場合（法第１３１条の規定により当該自動車取得税額に係る

延滞金額を納付する場合を含む。次項において同じ。）には、これらの規定

による申告書又は修正申告書に北海道税収入証紙（以下この条において「証

紙」という。）をはってしなければならない。

２ 自動車取得税の納税義務者は、第５３条又は前条の規定により自動車取得税

額を納付する場合において、証紙に代えて、当該自動車取得税額（当該自動

車取得税額に係る延滞金額を含む。）に相当する現金を納付することができ

る。

３ 知事は、納税者が証紙をはった場合には、当該証紙をはった紙面と当該証

紙の彩紋とにかけて規則で定める印で判明にこれを消さなければならない。

４ 証紙の種類及び型式、証紙の売りさばき手続その他の証紙の取扱いに関し

必要な事項は、規則で定める。

（自動車の取得者の報告義務）

第５６条 自動車の取得をした者は、第５３条の規定の適用がある場合を除き、同

条各号に掲げる自動車の取得の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時又

は日までに、総務省令で定める様式による報告書を知事に提出しなければな

らない。

（譲渡担保財産の取得に対して課する自動車取得税の納税義務の免除等）

第５７条 知事は、譲渡担保権者が譲渡担保財産として自動車の取得をした場合

において、当該譲渡担保財産により担保される債権の消滅により当該取得の

日から６月以内に譲渡担保財産の設定者（設定者が交代した場合における新

設定者を除く。以下この条において同じ。）に当該譲渡担保財産に係る自動

車を移転したときは、譲渡担保権者による当該譲渡担保財産に係る自動車の

取得に対する自動車取得税に係る徴収金に係る納税義務を免除するものとす

る。

２ 知事は、自動車の取得者から自動車取得税について前項の規定の適用があ

るべき旨の申告があり、当該申告が真実であると認めるときは、当該取得の

日から６月以内の期間を限って、当該自動車の取得に係る自動車取得税に係

る徴収金の徴収を猶予するものとする。

３ 知事は、前項の規定による徴収の猶予をした場合には、その徴収の猶予を

した税額に係る延滞金額中当該徴収の猶予をした期間に対応する部分の金額

を免除するものとする。

４ 知事は、第２項の規定による徴収の猶予をした場合において、当該徴収の

猶予に係る自動車取得税について第１項の規定の適用がないことが明らかと

なったときは、当該徴収の猶予を取り消さなければならない。この場合にお

いて、徴収の猶予を取り消された者は、直ちに当該徴収の猶予がされた自動

車取得税に係る徴収金を納付しなければならない。

５ 知事は、自動車取得税に係る徴収金を徴収した場合において、当該自動車

取得税について第１項の規定の適用があることとなったときは、同項の譲渡

担保権者の申請に基づいて、当該徴収金を還付するものとする。

６ 知事は、前項の規定により自動車取得税に係る徴収金を還付する場合にお
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いて、還付を受ける者の未納に係る徴収金があるときは、当該還付すべき額

をこれに充当しなければならない。

７ 第１項の免除を受けようとする者、第２項の申告をする者又は第５項の還

付の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は申告書に当該譲

渡担保財産をその設定の日から６月以内に譲渡担保財産の設定者に移転した

こと又は移転することを証明するに足る書類を添付して知事に提出しなけれ

ばならない。この場合において、第２項の申告をする者は、第５３条の規定に

より当該自動車の取得の事実を申告する際、併せて当該申告書を提出しなけ

ればならない。

� 納税者及び譲渡担保財産の設定者の住所及び氏名又は名称

� 自動車の種別、用途、車名、型式及び登録番号

� 譲渡担保財産の設定年月日及び移転（予定）年月日

� その他知事が必要と認める事項

（自動車の返還があった場合の自動車取得税の還付又は納付義務の免除）

第５８条 知事は、自動車販売業者から自動車の取得をした者が、当該自動車の

性能が良好でないことその他これに類する理由で総務省令で定めるものによ

り、当該自動車の取得の日から１月以内に当該自動車を当該自動車販売業者

に返還したときは、その者の申請により、当該自動車の取得に対する自動車

取得税額が既に納付されているときはこれに相当する額を還付し、当該自動

車取得税額がまだ納付されていないときはその納付の義務を免除するものと

する。

２ 前条第６項の規定は、前項の規定により自動車取得税額を還付する場合に

ついて準用する。

３ 第１項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に自動車販売

業者から取得した自動車の性能が良好でないことその他これに類する理由で

総務省令で定めるものにより当該自動車の取得の日から１月以内に当該自動

車を当該自動車販売業者に返還したことを証明するに足る書類を添付して知

事に提出しなければならない。

� 申請者及び自動車販売業者の住所及び氏名又は名称

� 自動車の種別、用途、車名及び型式

� 自動車の登録年月日及び登録番号

� 自動車の返還の理由及び返還年月日

	 その他知事が必要と認める事項

（自動車取得税の減免）

第５９条 知事は、次の各号のいずれかに該当する自動車の取得に対しては、自

動車取得税を減免する。

� 消防専用自動車、救急専用自動車又はレントゲン専用自動車の取得

� 私立学校が取得した自動車で、専ら学生又は生徒の教育練習の用に供す

るものの取得

� 下肢若しくは体幹に障害を有し歩行が著しく困難な者その他規則で定め

る障害を有する者（以下この号、第９号及び第１０号並びに第６３条第１項に

おいて「身体障害者」という。）が取得した自動車若しくはその者と生計

を一にする者（以下この号及び第６３条第１項において「生計を一にする者」

という。）が身体障害者のために取得した自動車で、身体障害者が専ら運

転し、若しくは生計を一にする者が専ら身体障害者のために運転するもの

の取得又は身体障害者その他規則で定める者（以下この号及び第６３条第１

項において「身体障害者等」という。）のみで構成される世帯の身体障害

者等が取得した自動車で身体障害者を介護する者（第６３条第１項において

「介護者」という。）が専ら身体障害者等のみで構成される世帯の身体障

害者のために運転するものの取得で、知事の認めるもの

� 知的障害児通園施設その他これに類する施設で規則で定めるものにおい

て、専ら入所者の通園の用に供する自動車の取得で知事の定めるもの

	 公的医療機関の開設者（日本赤十字社を除く。第６３条第１項において同

じ。）その他これに類する者で規則で定めるものが取得した救急自動車又

は巡回診療若しくは保健指導の用に供する自動車の取得で知事の認めるも

の


 専ら交通安全の指導、防犯思想の普及又は青少年の補導の用に供する自

動車の取得で知事の認めるもの

� 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９８条第２項の規定による届出を

した自動車教習所を設置し、又は管理する者（第６３条第１項において「届

出自動車教習所の設置者等」という。）が取得した自動車で、専ら教習を

受ける者の教習の用に供するものの取得で知事の認めるもの（第２号に該
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当するものを除く。）

� 専ら心身に障害を有し、入浴が困難な者の入浴の用に供する自動車の取

得で知事の認めるもの

� 構造上身体障害者の利用に供するためのものと認められる自動車の取得

で知事の認めるもの

� 構造上専ら身体障害者が運転するためのものと認められる自動車の取得

で知事の認めるもの

 天災その他特別の事情がある場合において、知事が自動車取得税の減免

を必要と認める自動車の取得

２ 日本赤十字社が取得した自動車のうち、直接その本来の事業の用に供する

もので次の各号のいずれかに該当するものの取得に対しては、自動車取得税

を減免する。

� 救急自動車

� 巡回診療又は患者の輸送の用に供する自動車

� 血液事業の用に供する自動車

� 救護資材の運搬の用に供する自動車

	 前各号に掲げる自動車に類する自動車で知事の認めるもの

３ 前２項の規定によって減免を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書に知事が必要と認める書類を添付して第５３条の規定により当該自

動車の取得の事実を申告する際、併せて知事に提出しなければならない。こ

の場合において、第１項第３号の自動車の取得につき同項の規定の適用を受

けようとする者は、規則で定める書面及び運転免許証を提示しなければなら

ない。

� 申請者の住所及び氏名又は名称

� 自動車の種別、用途、車名及び型式

� 自動車の取得年月日、取得価額及び登録番号

� その他知事が必要と認める事項

４ 北海道行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１６年

北海道条例第４号。以下「情報通信技術利用条例」という。）第３条第１項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して前項に規定する申

請書の提出を行う場合（規則で定める方法による場合に限る。）については、

同項後段の規定は、適用しない。

（自動車取得税の不足税額等の納付）

第６０条 自動車取得税の納税義務者は、法第１２９条第４項、法第１３２条第５項又

は法第１３３条第４項の規定による自動車取得税に係る更正等の通知を受けた

場合においては、当該不足税額、過少申告加算金額、不申告加算金額又は重

加算金額を納付書によって指定金融機関又は出納員に納付しなければならな

い。

第２章第７節の次に次の１節を加える。

第７節の２ 軽油引取税

（軽油引取税の納税義務者等）

第６１条 軽油引取税は、特約業者又は元売業者からの軽油の引取り（特約業者

の元売業者からの引取り及び元売業者の他の元売業者からの引取りを除く。

次項において同じ。）で当該引取りに係る軽油の現実の納入を伴うものに対

し、その数量を課税標準として、その引取りを行う者に課する。

２ 前項の場合において、特約業者又は元売業者からの軽油の引取りを行う者

が当該引取りに係る軽油の現実の納入を受けない場合に当該軽油につき現実

の納入を伴う引取りを行う者があるときは、その者が当該納入の時に当該特

約業者又は元売業者から当該納入に係る軽油の引取りを行ったものとみなし

て、同項の規定を適用する。

３ 軽油引取税は、前２項に規定する場合のほか、特約業者又は元売業者が炭

化水素油（炭化水素とその他の物との混合物又は単一の炭化水素で、１気圧

において温度１５度で液状であるものを含む。以下この節において同じ。）で

軽油又は揮発油（揮発油税法（昭和３２年法律第５５号）第２条第１項に規定す

る揮発油（同法第６条において揮発油とみなされるものを含む。）をいう。

以下この節において同じ。）以外のもの（同法第１６条又は第１６条の２に規定

する揮発油のうち灯油に該当するものを含む。以下この条において「燃料炭

化水素油」という。）を自動車の内燃機関の燃料として販売した場合におい

ては、その販売量（法第１４４条の３２第１項第３号の規定により譲渡の承認を

受けた当該販売に係る燃料炭化水素油に既に軽油引取税又は揮発油税が課さ

れ、又は課されるべき軽油又は揮発油が含まれているときは、当該含まれて

いる軽油又は揮発油に相当する部分の炭化水素油の数量を控除した数量とす
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る。）を課税標準として、当該特約業者又は元売業者に課する。

４ 軽油引取税は、前３項に規定する場合のほか、石油製品販売業者が、軽油

に軽油以外の炭化水素油を混和し若しくは軽油以外の炭化水素油と軽油以外

の炭化水素油を混和して製造された軽油を販売した場合又は燃料炭化水素油

を自動車の内燃機関の燃料として販売した場合においては、その販売量（法

第１４４条の３２第１項第１号若しくは第２号の規定により製造の承認を受けた

当該販売に係る軽油又は同項第３号の規定により譲渡の承認を受けた当該販

売に係る燃料炭化水素油に既に軽油引取税又は揮発油税が課され、又は課さ

れるべき軽油又は揮発油が含まれているときは、当該含まれている軽油又は

揮発油に相当する部分の炭化水素油の数量を控除した数量とする。）を課税

標準として、当該石油製品販売業者に課する。

５ 軽油引取税は、前各項に規定する場合のほか、道内に主たる定置場が所在

する自動車の保有者（自動車の所有者その他自動車を使用する権利を有する

者で、自己のために自動車を運行の用に供するものをいう。以下この項にお

いて同じ。）が炭化水素油を自動車の内燃機関の燃料として消費した場合（当

該自動車を道路において運行の用に供するため消費した場合に限る。）にお

いては、当該炭化水素油の消費に対し、消費量（当該消費に係る炭化水素油

（燃料炭化水素油にあっては、法第１４４条の３２第１項第４号の規定により消

費の承認を受け、又は同条第６項の規定により自動車用炭化水素油譲渡証の

交付を受けたものをいう。）に既に軽油引取税又は揮発油税が課され、又は

課されるべき軽油若しくは燃料炭化水素油又は揮発油が含まれているとき

は、当該含まれている軽油若しくは燃料炭化水素油又は揮発油に相当する部

分の炭化水素油の数量を控除した数量とする。）を課税標準として、当該自

動車の保有者に課する。

６ 軽油引取税は、前各項に規定する場合のほか、軽油引取税の特別徴収義務

者がその特別徴収の義務が消滅した時に軽油を所有している場合（特別徴収

義務者が引渡しを行った軽油につき現実の納入が行われていない場合を含

む。）においては、その所有に係る軽油（引渡しの後現実の納入が行われて

いない軽油を含む。以下この項において同じ。）の数量（当該所有に係る軽

油に既に軽油引取税が課され、又は課されるべき軽油が含まれているときは、

当該所有に係る軽油の数量から当該含まれている軽油に相当する部分の数量

を控除して得た数量）で政令で定めるところによって算定したものを課税標

準として、その者に課する。

（軽油引取税のみなす課税）

第６１条の２ 軽油引取税は、前条に規定する場合のほか、次の各号に掲げる者

の当該各号に掲げる消費、譲渡又は輸入に対し、当該消費、譲渡又は輸入を

同条第１項に規定する引取りと、当該消費、譲渡又は輸入をする者を同項に

規定する引取りを行う者とみなし、その数量を課税標準として、それぞれ当

該消費、譲渡又は輸入をする者に課する。

� 特約業者が軽油を自ら消費する場合における当該軽油の消費

� 元売業者が軽油を自ら消費する場合における当該軽油の消費

� 第６１条の５に規定する軽油の引取りを行った者が他の者に当該引取りに

係る軽油を譲渡する場合における当該軽油の譲渡

� 第６１条の５に規定する軽油の引取りを行った者が同条に規定する用途以

外の用途に供するため当該引取りに係る軽油を自ら消費する場合における

当該軽油の消費

	 特約業者及び元売業者以外の者が軽油の製造をして、当該製造に係る軽

油を自ら消費し、又は他の者に譲渡する場合における当該軽油の消費又は

譲渡


 特約業者及び元売業者以外の者が軽油の輸入をする場合における当該軽

油の輸入

２ 特約業者又は元売業者が軽油を使用して軽油以外の炭化水素油（自動車の

内燃機関の用に供することができると認められる炭化水素油で政令で定める

ものを除く。）を製造する場合における当該軽油の使用は、前項第１号又は

第２号に掲げる軽油の消費に含まれないものとする。

（軽油引取税の補完的納税義務）

第６１条の３ 法第１４４条の３２第１項第１号又は第２号の規定に違反して知事の

承認を受けないで製造された軽油について、第６１条第４項又は前条第１項第

５号の規定により軽油引取税を納付する義務を負う者（以下この条において

「納税義務者」という。）が特定できないとき又はその所在が明らかでない

ときは、当該軽油の製造を行った者又は当該軽油の製造の用に供した施設若

しくは設備を所有する者で政令で定めるものは、当該納税義務者と連帯して
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当該軽油引取税に係る徴収金を納付する義務を負う。

２ 前項の場合において、納税義務者が特定できないとき、又は納税義務者の

所在が明らかでないときであって当該納税義務者の法第１４４条の２第４項に

規定する事業所若しくは前条第１項第５号に規定する軽油の消費若しくは譲

渡について直接関係を有する事務所若しくは事業所（以下この項において「事

業所等」という。）が明らかでないときは、この節の適用については、当該

軽油の製造が行われた場所を事業所等とみなす。

（軽油引取税の課税免除）

第６１条の４ 次に掲げる軽油の引取りに対しては、第６１条の９第３項の規定に

よる知事の承認があった場合に限り、軽油引取税を課さない。

� 軽油の引取りで本邦からの輸出として行われたもの

� 既に軽油引取税を課された軽油に係る引取り

第６１条の５ 石油化学製品を製造する事業を営む者が当該事業の事業場におい

てエチレンその他の政令で定める石油化学製品を製造するためにその原料の

用途その他の政令で定める用途に供する軽油の引取りに対しては、第６１条の

１２第６項の規定による免税証の交付があった場合又は第６１条の１９第１項の規

定による知事の承認があった場合若しくは法第１４４条の３１第４項若しくは第

５項の規定による他の都府県知事の承認があった場合に限り、軽油引取税を

課さない。

（軽油引取税の税率）

第６１条の６ 軽油引取税の税率は、１キロリットルにつき、１万５，０００円とす

る。

（軽油引取税の徴収の方法）

第６１条の７ 軽油引取税の徴収については、特別徴収の方法による。ただし、

第６１条第３項から第６項まで又は第６１条の２の規定によって軽油引取税を課

する場合その他特別の必要があって知事が指定する場合においては、申告納

付の方法による。

（軽油引取税の特別徴収義務者）

第６１条の８ 軽油引取税の特別徴収義務者は、元売業者又は特約業者とする。

２ 知事は、前項に規定する者のほか、軽油引取税の徴収の便宜を有する者を

特別徴収義務者として指定することができる。

３ 前２項の特別徴収義務者は、当該特別徴収義務者からの第６１条第１項又は

第２項に規定する軽油の引取りに対する軽油引取税を徴収しなければならな

い。

４ 第１項の特別徴収義務者が法第１４４条の７第２項又は法第１４４条の９第３

項、第５項本文若しくは第６項後段の規定により元売業者又は特約業者の指

定を取り消された場合には、その取消しの日に特別徴収義務者でなくなるも

のとする。

（軽油引取税の申告納入の手続）

第６１条の９ 軽油引取税の特別徴収義務者は、毎月末日までに、前月の初日か

ら末日までの間において徴収すべき軽油引取税につき総務省令で定める様式

による納入申告書を知事に提出し、及びその納入金を納入書によって指定金

融機関又は出納員に納入しなければならない。

２ 前項の場合において、徴収すべき軽油引取税に係る課税標準たる数量は、

当該引取りに係る軽油の数量から、特約業者からの引取りに係る軽油にあっ

ては当該軽油の数量に１００分の１を乗じて得た数量を、元売業者からの引取

りに係る軽油にあっては当該軽油の数量に１００分の０．３を乗じて得た数量を控

除した数量とする。

３ 第１項の場合において、第６１条の４又は第６１条の５の規定によって軽油引

取税を課さないこととされる引取りに係る軽油（以下この節において「免税

軽油」という。）の数量については、総務省令で定めるところにより、第６１

条の１０第４項に規定する登録特別徴収義務者は、知事が交付した第６１条の１２

第６項に規定する免税証その他当該数量を証するに足りる書面を添付して、

知事の承認を受けなければならない。

（軽油引取税の特別徴収義務者としての登録等）

第６１条の１０ 第６１条の８第１項又は第２項の規定による軽油引取税の特別徴収

義務者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期日まで

に、特別徴収義務者としての登録を知事に申請しなければならない。ただし、

既に特別徴収義務者としての登録がなされている場合においては、この限り

でない。

� 事務所又は事業所の事業を開始しようとする場合 その日前５日

� 事務所又は事業所の事業を開始した後において特別徴収義務者として指
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定された場合 その日の５日後

� 特別徴収義務者からの引渡しに係る軽油の納入（道内に事務所又は事業

所を有しない特別徴収義務者からの納入に限る。）が行われた場合 その

日の属する月の翌月末日

２ 前項の申請をする場合は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める事項を記載した申請書を提出しなければならない。

� 前項第１号又は第２号の場合 次に掲げる事項

ア 特別徴収義務者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代

表者の氏名

イ 事務所又は事業所の名称及び所在地並びに事務所又は事業所の代表者

の氏名

ウ 軽油の貯蔵設備がある場合には、その概要

エ 前項第１号の場合にあっては、事務所又は事業所の事業開始年月日

オ 前項第２号の場合にあっては、特別徴収義務者として指定された日

カ その他知事が必要と認める事項

� 前項第３号の場合 次に掲げる事項

ア 特別徴収義務者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代

表者の氏名

イ 軽油の納入地

ウ 当該納入を受ける者の氏名又は名称及び住所

エ 当該納入が行われた日

オ その他知事が必要と認める事項

３ 知事は、第１項の申請を受理した場合には、当該特別徴収義務者を登録特

別徴収義務者として登録するとともに、その旨を当該特別徴収義務者に対し

通知しなければならない。

４ 登録特別徴収義務者（前項の規定により登録を受けた特別徴収義務者をい

う。以下この節において同じ。）は、第２項各号の事項に変更を生じた場合

においては、変更に係る事項について、遅滞なく、登録の変更を知事に申請

しなければならない。

５ 知事は、登録特別徴収義務者からの登録の消除の申請を受理したとき又は

登録特別徴収義務者が特別徴収義務者でなくなったときには、遅滞なく、当

該登録特別徴収義務者の登録を消除するものとする。

６ 知事は、登録特別徴収義務者が次の各号のいずれにも該当することとなっ

たときは、当該登録特別徴収義務者の登録を消除することができる。

� 登録特別徴収義務者の事務所又は事業所が所在しなくなったこと。

� 最近の１か年において登録特別徴収義務者からの引渡しに係る軽油の納

入が行われなかったこと。

７ 知事は、登録特別徴収義務者の登録を消除したときは、遅滞なく、その旨

を当該消除に係る者に対し通知するものとする。

（軽油引取税に係る免税の手続）

第６１条の１１ 第６１条の５に規定する用途に供するため、同条の規定によってそ

の引取りについて軽油引取税を課さないこととされる軽油の引取りを行おう

とする同条に規定する者（以下この節において「免税軽油使用者」という。）

は、あらかじめ、政令で定めるところによる申請書を知事に提出して免税軽

油使用者であることを証する書面（以下この節において「免税軽油使用者証」

という。）の交付を受けておかなければならない。この場合において、法第

１４４条の２１第１項ただし書の規定により第６１条の１２第６項に規定する免税証

の交付を受けようとする者は、併せて政令で定める届出書の写しを知事に提

出しなければならない。

２ 前項の場合において、免税軽油使用者のうち知事の承認を受けた者にあっ

ては、２人以上の者が代表者を定めて免税軽油使用者証の交付を受けること

ができる。

３ 知事は、第１項の申請があった場合において、免税軽油使用者が引取りを

行おうとする免税軽油の用途が第６１条の５に規定する用途に該当しないとき

その他政令で定めるときを除き、免税軽油使用者証を交付する。

４ 知事は、免税軽油使用者証の交付を受けた者（第２項の規定により２人以

上の者が代表者を定めて免税軽油使用者証の交付を受けた場合にあっては、

そのいずれかの者をいう。以下この節において同じ。）が地方税に関する法

令の規定に違反したときその他軽油引取税の取締り又は保全上特に必要があ

ると認めるときは、当該免税軽油使用者証の返納を命ずることができる。

５ 免税軽油使用者証には、免税軽油の用途、当該用途に係る機械、車両又は

設備の明細、有効期間その他総務省令で定める事項を記載するものとする。
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６ 免税軽油使用者証の有効期間は、知事が免税軽油使用者証の交付を受けた

者ごとに、免税軽油使用者証を交付した日から３年を超えない範囲内におい

て定める。

７ 免税軽油使用者証の交付を受けた者は、免税軽油使用者証の交付を受けた

後において、当該免税軽油使用者証の記載事項に変更を生じた場合には、遅

滞なく、知事に申請して当該免税軽油使用者証の書換えを受けなければなら

ない。

８ 免税軽油使用者証の交付を受けた者は、免税軽油使用者証の交付を受けた

後において、免税軽油の引取りを必要としなくなった場合においては、遅滞

なく、当該免税軽油使用者証を知事に返納しなければならない。

９ 第４項又は前項の場合において、当該免税軽油使用者証が情報通信技術利

用条例第４条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用し

て交付されたものであるときは、当該免税軽油使用者証に係る電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。以下同じ。）が当該免税軽油使用者証の交付を受けた者によって

その使用に係る電子計算機に備えられたファイルから消去されることをもっ

て、第４項又は前項の返納があったものとみなす。

第６１条の１２ 免税軽油使用者証の交付を受けた者が第６項に規定する免税証の

交付を受けようとする場合においては、その都度、前条第１項の規定により

あらかじめ交付を受けている免税軽油使用者証を提示して法第１４４条の２１第

１項の規定による申請書を知事に提出しなければならない。

２ 前項の場合において、当該免税軽油使用者証が情報通信技術利用条例第４

条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して交付され

たものであり、かつ、当該申請書の提出が情報通信技術利用条例第３条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行われるとき

（規則で定める方法による場合に限る。）には、当該免税軽油使用者証の提

示を要しない。

３ 第１項の申請書に記載する免税軽油の数量は、１８リットルを下らないよう

にするものとする。

４ 第１項の規定による申請は、２人以上の免税軽油使用者証の交付を受けた

者が引取りを行おうとする免税軽油の数量を取りまとめ、その代表者からす

ることができる。この場合においては、当該代表者は、それぞれの者の免税

軽油使用者証を取りまとめて提示するとともに、第１項の申請書に免税軽油

使用者証の交付を受けた者ごとに記名押印した政令で定める明細書を添付し

なければならない。

５ 第２項の規定は、前項後段に規定する手続について準用する。

６ 知事は、第１項の申請書の提出があった場合において、免税軽油使用者証

の交付を受けた者の引取りを行おうとする軽油の数量がその用途及び使用期

間に照らし適当でないと認めるときその他政令で定めるときを除き、当該免

税軽油使用者証の交付を受けた者に対し、免税証（免税軽油の引取りである

ことを証する書面をいう。以下この節において同じ。）を交付する。

７ 知事は、免税軽油使用者証の交付を受けた者が地方税に関する法令の規定

に違反したときその他軽油引取税の取締り又は保全上特に必要があると認め

るときは、当該免税軽油使用者証の提示を受けて交付した免税証の返納を命

ずることができる。

８ 免税軽油使用者証の交付を受けた者は、免税証に記載された販売業者から

免税軽油の引取りを行うものとする。ただし、免税軽油使用者が当該販売業

者の事務所又は事業所所在地以外の地において軽油の引取りを行う必要が生

じた場合その他やむを得ない理由がある場合においては、他の販売業者から

免税軽油の引取りを行うことができる。

９ 前項ただし書の場合において、免税軽油使用者証の交付を受けた者は、免

税証に記載された販売業者以外の販売業者から免税軽油の引取りを行うとき

は、当該免税証の該当欄にその販売業者名を記載し記名押印しなければなら

ない。

１０ 免税証の有効期間は、免税証を交付した日から１年以内において、知事が

免税証に記入した期間とする。

１１ 免税軽油使用者証の交付を受けた者は、免税証の交付を受けた後において、

免税軽油の引取りを必要としなくなった場合においては、遅滞なく、当該免

税証を知事に返納しなければならない。

１２ 第７項又は前項の場合において、当該免税証が情報通信技術利用条例第４

条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して交付され
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たものであるときは、当該免税証に係る電磁的記録が当該免税軽油使用者証

の交付を受けた者によってその使用に係る電子計算機に備えられたファイル

から消去されることをもって、第７項又は前項の返納があったものとみなす。

（政令で定める届出）

第６１条の１３ 道内に免税軽油の使用に係る事務所又は事業所を有する免税軽油

使用者が法第１４４条の２１第１項ただし書により主たる事務所若しくは事業所

所在地の都府県知事又は当該免税軽油の使用に係る事務所若しくは事業所を

管理する事務所若しくは事業所所在地の都府県知事に免税証の交付を申請す

るときは、政令で定める届出書を知事に提出しなければならない。

（免税軽油の引取り等に係る報告書の提出期限の特例）

第６１条の１４ 免税軽油使用者証の交付を受けた者で、法第１４４条の２２第１項若

しくは第２項、法第１４４条の２５第１項から第３項まで又は法第１４４条の２６の規

定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった日から起算して１年を経過しないもの以外のものについて

は、法第１４４条の２７第１項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる場合

の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、同表の右欄に掲げる期間（以

下この項において「報告対象期間」という。）に行った当該免税軽油使用者

証に係る報告対象免税軽油（免税軽油使用者証を提示して交付を受けた免税

証により引取りを行った免税軽油をいう。以下この項において同じ。）の引

取りに関する事実及びその数量（その事実がない場合には、その旨）、当該

報告対象免税軽油の引渡しを行った販売業者の事務所又は事業所所在地及び

氏名又は名称、当該販売業者に提出した当該免税軽油使用者証を提示して交

付を受けた免税証に関する事項並びに報告対象期間に行った当該免税軽油使

用者証に係る報告対象免税軽油の使用に関する事実及びその数量（その事実

がない場合には、その旨）その他の総務省令で定める事項を記載した報告書

を、知事に提出しなければならない。ただし、報告対象期間を通じて、当該

免税軽油使用者証の交付を受けた者が当該免税軽油使用者証を提示して交付

を受けた免税証を有せず、かつ、当該免税軽油使用者証に係る報告対象免税

軽油を保有していない場合は、この限りでない。

� 免税証の交付を受けた者 当該免税証の有効 当該免税証の有効期間の初日（当

が当該免税証の有効期間の
末日から１月を経過する日
の属する月の末日までに新
たに免税証の交付を申請し
ない場合であって、当該免
税証の有効期間の末日の属
する月の末日の翌日以降に
おいて免税軽油使用者証に
係る報告対象免税軽油の保
有をしていないとき。

期間の末日から１
月を経過する日の
属する月の末日

該免税証の交付の申請をした日が
この項による報告書の提出期限で
あった場合は、当該免税証の交付
を申請した日の属する月の初日）
から当該免税証の有効期間の末日
の属する月の末日までの期間

� 免税証の交付を受けた者
が当該免税証の有効期間の
末日から１月を経過する日
の属する月の末日までに新
たに免税証の交付を申請し
ない場合であって、当該免
税証の有効期間の末日の属
する月の末日の翌日以降に
おいて免税軽油使用者証に
係る報告対象免税軽油の保
有をしているとき。

当該免税証の有効
期間の末日から１
月を経過する日の
属する月の末日

当該免税証の有効期間の初日（当
該免税証の交付の申請をした日が
この項による報告書の提出期限で
あった場合は、当該免税証の交付
を申請した日の属する月の初日）
から当該免税証の有効期間の末日
の属する月の末日までの期間

当該免税証の有効
期間の末日から１
月を経過する日の
属する月の末日の
翌日から起算して
毎６月を経過する
ごとの日（以下こ
の号において「使
用報告期限」とい
う。）。ただし、
当該免税証の有効
期間の末日から１
月を経過する日の
属する月の末日の
翌日以降、新たに
免税証の交付を申
請するときは、当
該申請をする日

当該使用報告期限の７月前の日の
翌日から当該使用報告期限の１月
前の日までの期間。ただし、当該
免税証の有効期間の末日から１月
を経過する日の属する月の末日の
翌日以降、新たに免税証の交付を
申請するときは、直近の使用報告
期限（使用報告期限が到来してい
ない場合は、当該免税証の有効期
間の末日から１月を経過する日の
属する月の末日）の属する月の初
日から新たに免税証の交付の申請
をする日の１月前の日の属する月
の末日までの期間

� 前２号に掲げる場合以外
の場合

新たに免税証の交
付を申請する日

当該免税証の有効期間の初日（当
該免税証の交付の申請をした日が
この項による報告書の提出期限で
あった場合は、当該申請をした日
の属する月の初日）から新たに免
税証の交付の申請をする日の１月
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前の日の属する月の末日までの期
間

２ 知事は、やむを得ない理由により、前項に定める報告書の提出の期限まで

に報告書を提出することができないと認められるとき（第２０条の規定により

報告書の提出の期限が延長された場合を除く。）は、その期限から１月以内

に限り、当該期限を延長することができる。

（軽油引取税の徴収猶予の申請）

第６１条の１５ 法第１４４条の２９第１項の規定による徴収猶予の申請をする軽油引

取税の特別徴収義務者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必

要とする理由を証明すべき書類を添付して、これを知事に提出しなければな

らない。

� 特別徴収義務者の住所及び氏名又は名称

� 事務所又は事業所の名称及び所在地並びに事務所又は事業所の代表者の

氏名

� 納期限までに受け取ることができなかった軽油の代金及び軽油引取税額

� 徴収の猶予を受けようとする税額及び期間

	 その他参考となる事項

（軽油引取税の徴収不能額等の還付又は納入義務の免除の申請等）

第６１条の１６ 法第１４４条の３０第１項の規定による徴収不能額等の還付又は納入

義務の免除の申請をする軽油引取税の特別徴収義務者は、次に掲げる事項を

記載した申請書に徴収不能額等の還付又は納入義務の免除を必要とする事由

を証明すべき書類を添付して、知事に提出しなければならない。

� 特別徴収義務者の住所及び氏名又は名称

� 軽油引取税を受け取ることができなくなった金額の明細及びその事由又

は徴収した軽油引取税を失った金額の明細及びその事由

� その他知事が必要と認める事項

（軽油を返還した場合における措置）

第６１条の１７ 軽油引取税の特別徴収義務者から軽油引取税が課される軽油の引

取りが行われた後販売契約の解除により、その引取りに係る軽油の全部又は

一部が当該特別徴収義務者に返還された場合において、当該特別徴収義務者

はその引取りに係る軽油の軽油引取税額がまだ納入されていないときは、当

該軽油が返還された日から１月以内に、第１号から第５号まで及び第７号に

掲げる事項を記載した書面を、既に軽油引取税額の全部又は一部が納入され

ている場合において当該納入に係る軽油引取税額のうち当該返還された軽油

に対応する部分の金額及びこれに係る徴収金の還付を受けようとするときは

次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。

� 特別徴収義務者の住所及び氏名又は名称

� 事務所又は事業所の名称及び所在地並びに事務所又は事業所の代表者の

氏名

� 当該販売契約による軽油の引取りが行われた年月日及び引取りに係る軽

油の数量

� 販売契約の解除の理由及び解除のあった年月日

	 返還に係る軽油の数量及び返還のあった年月日


 還付を受くべき金額

� その他知事が必要と認める事項

２ 前項の場合において、当該特別徴収義務者は、当該事実を証するに足りる

書類を添付しなければならない。

（免税軽油以外の軽油の引取りを行った後において当該引取りに係る軽油を

免税用途に供した場合における措置）

第６１条の１８ 免税取扱特別徴収義務者（法第１４４条の２１第１項の規定により免

税証を提出すべき登録特別徴収義務者をいう。以下この項において同じ。）

は、法第１４４条の３１第４項又は第５項の規定による軽油引取税額の納入の免

除を受けようとする場合又は当該納入に係る軽油引取税額のうち第６１条の５

に規定する用途（以下この節において「免税用途」という。）の使用に係る

軽油に対応する部分の金額の還付を受けようとする場合においては、次に掲

げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。

� 免税取扱特別徴収義務者の住所及び氏名又は名称

� 事務所又は事業所の名称及び所在地並びに事務所又は事業所の代表者の

氏名

� 当該免税軽油以外の軽油の引取りが行われた年月日及び引取りに係る軽

油の数量
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� 当該軽油の引取りを行った免税軽油使用者の住所及び氏名又は名称

	 当該軽油の引取りに係る軽油引取税額及び納入年月日


 納入の免除を受けようとする軽油引取税額又は還付を受くべき金額

� その他知事が必要と認める事項

２ 前項の申請書には、免税証を交付した都道府県知事の承認書を添付しなけ

ればならない。

（法第１４４条の３１第４項又は第５項の知事の承認）

第６１条の１９ 免税軽油使用者は、免税軽油以外の軽油の引取りを行ってこれを

免税用途に供した場合において法第１４４条の３１第４項又は第５項の規定によ

る知事の承認を受けようとするときは、次に掲げる事項を証明し知事にその

旨を申し出なければならない。

� 第６１条の１２第１項の規定により免税証の交付を申請した場合における当

該申請に係る軽油の数量

� 前号の申請に対し、知事が交付した免税証に記載された軽油の数量

� 当該免税軽油以外の軽油を免税用途に供する必要が生じた理由

� 当該免税軽油以外の軽油を免税用途に供した年月日及びその数量

	 当該軽油の販売業者の事務所又は事業所の所在地及び氏名又は名称


 免税証の交付を申請することができなかった理由

� その他知事が必要と認める事項

２ 知事は、前項の申出があった場合において、その申出が適当なものである

と認めたときは、当該免税軽油使用者に対し、承認書を交付するものとする。

（軽油引取税の申告納付の手続）

第６１条の２０ 第６１条の７ただし書の規定によって軽油引取税を申告納付すべき

納税者（以下この節において「納税者」という。）は、法第１４４条の１８に定

めるところにより、申告書を知事に提出し、及びその申告した税金をそれぞ

れ納付書によって指定金融機関又は出納員に納付しなければならない。

（不足金額等の納入）

第６１条の２１ 軽油引取税の特別徴収義務者又は納税者は、法第１４４条の４４第４

項、法第１４４条の４７第５項又は法第１４４条の４８第４項の規定による軽油引取税

に係る更正等の通知書を受理した場合は、当該不足金額及び過少申告加算金

額若しくは不申告加算金額又は重加算金額を、納入書又は納付書によって指

定金融機関又は出納員に納入又は納付しなければならない。

（軽油引取税の減免）

第６１条の２２ 知事は、軽油引取税の納税者が震災、風水害、落雷、火災その他

これらに類する災害により被害を受けた者である場合において、必要がある

と認めるときは、軽油引取税を減免する。

２ 前項の規定によって減免を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載し

た申請書に知事が必要と認める書類を添付して知事に提出しなければならな

い。

� 申請者の住所及び氏名又は名称

� 年度、月分及び税額

� 減免を受けようとする理由

� その他知事が必要と認める事項

第６２条中「（昭和２６年法律第１８５号）」を削る。

第６３条第１項第４号中「下肢若しくは体幹に障害を有し歩行が著しく困難な

者その他規則で定める障害を有する者（以下この号及び第１０号並びに第９９条の

４第１項において「身体障害者」という。）」を「身体障害者」に、「その者と

生計を一にする者（以下この号及び第９９条の４第１項において「生計を一にす

る者」という。）」を「生計を一にする者」に、「身体障害者その他規則で定め

る者（以下この号及び第９９条の４第１項において「身体障害者等」という。）」

を「身体障害者等」に、「身体障害者を介護する者（第９９条の４第１項におい

て「介護者」という。）」を「介護者」に改め、同項第６号中「医療法第３１条

に規定する公的医療機関の開設者（日本赤十字社を除く。第９９条の４第１項に

おいて同じ。）」を「公的医療機関の開設者」に改め、同項第８号中「道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号）第９８条第２項の規定による届出をした自動車教

習所を設置し、又は管理する者（第９９条の４第１項において「届出自動車教習

所の設置者等」という。）」を「届出自動車教習所の設置者等」に改め、同条

第４項中「北海道行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平

成１６年北海道条例第４号。以下「情報通信技術利用条例」という。）」を「情

報通信技術利用条例」に改める。

第３章第１節及び第２節を次のように改める。

第１節及び第２節 削除
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第９０条から第１１９条の２まで 削除

附則第５条の４第１項第３号中「、第４１条の３の２」を削る。

附則第６条の２中「平成１９年度及び平成２０年度」を「平成２１年度」に、

「４，０００円」を「３，３００円」に改める。

附則第７条の３第１項中「平成２１年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改

める。

附則第７条の４第５項中「譲渡」の次に「又は資産の譲渡（当該計画に従っ

て行われる事業の譲渡と一体のものとして行われる資産の譲渡又は当該計画に

従って行われる他の資産の譲渡と併せて一の事業の譲渡とみなすことができる

資産の譲渡として総務省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）」

を加える。

附則第７条の５第２項及び第３項中「平成２１年３月３１日」を「平成２４年３月

３１日」に改める。

附則第８条の２の次に次の５条を加える。

（自動車取得税の減免）

第８条の２の２ 知事は、道の補助を受けて、道路運送法第３条第１号イに規

定する一般乗合旅客自動車運送事業（以下この項及び附則第８条の３第１項

において「一般乗合旅客自動車運送事業」という。）を経営する者（当該補

助の対象となった期間において、その経営する一般乗合旅客自動車運送事業

で経常利益を生じていない者に限る。）が、地域住民の生活に必要な路線で

輸送人員の減少等により運行の維持が困難になっているものの運行の用に供

する一般乗合用のバスとして規則で定めるものを取得した場合においては、

当該取得が平成２２年３月３１日までに行われたときに限り、当該自動車の取得

に対しては、規則で定めるところにより、自動車取得税を減免する。

２ 前項の規定によって減免を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載し

た申請書を知事に提出しなければならない。

� 申請者の住所及び氏名又は名称

� 自動車の登録番号

� その他知事が必要と認める事項

（自動車取得税の税率等の特例）

第８条の２の３ 自家用の自動車（第４７条第１項の自動車をいう。以下この条

において同じ。）で軽自動車（道路運送車両法第３条の軽自動車をいう。）

以外のものの取得に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３０

年３月３１日までに行われたときに限り、第５０条の規定にかかわらず、１００分

の５とする。

２ 第８項第１号若しくは第２号に掲げる軽油自動車又は第１０項に規定する第

１種省エネルギー自動車で初めて新規登録等（道路運送車両法第７条の規定

による登録又は同法第５９条の規定による検査（検査対象軽自動車に係るもの

に限る。）をいう。以下この条において同じ。）を受けるものの取得（法附

則第１２条の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）

に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに

行われたときに限り、第５０条及び前項の規定にかかわらず、当該取得につい

てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は前項

に定める率に４分の１を乗じて得た率とする。

３ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法附則第１２条

の２の２第２項又は前項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）

に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに

行われたときに限り、第５０条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につ

いてこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。

� 道路運送車両法第４０条第３号に規定する車両総重量（以下この条におい

て「車両総重量」という。）が３．５トンを超える軽油自動車（軽油を内燃

機関の燃料とする自動車をいう。第８項において同じ。）のうち、次のい

ずれにも該当するもので総務省令で定めるもの

ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用され

るべきものとして定められた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止

その他の環境保全上の技術基準（以下この条において「排出ガス保安基

準」という。）で総務省令で定めるもの（以下この号において「平成１７

年重量車排出ガス保安基準」という。）に適合すること。

イ 窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が平成１７年重量車排出ガス保安基

準に定める窒素酸化物又は粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

ウ エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第８０
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条第１号に規定するエネルギー消費効率（以下この条において「エネル

ギー消費効率」という。）が同法第７８条第１項の規定により定められる

製造事業者等の判断の基準となるべき事項を勘案して総務省令で定める

エネルギー消費効率（以下この条において「基準エネルギー消費効率」

という。）以上であること。

� 第１１項に規定する第２種省エネルギー自動車

４ 電気自動車（電気を動力源とする自動車で総務省令で定めるものをいう。）

で初めて新規登録等を受けるもの以外の電気自動車の取得に対して課する自

動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限

り、第５０条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定

の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率か

ら１００分の２．７を控除した率とする。

５ 次に掲げる天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料として

用いる自動車で総務省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）

で初めて新規登録等を受けるもの以外の天然ガス自動車の取得に対して課す

る自動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたとき

に限り、第５０条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の

規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める

率から１００分の２．７を控除した率とする。

� 車両総重量が３．５トン以下の天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第

４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定め

られた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以下この号において「平

成１７年天然ガス軽量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排

出量が平成１７年天然ガス軽量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を

超えないもので総務省令で定めるもの

� 車両総重量が３．５トンを超える天然ガス自動車のうち、道路運送車両法

第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定

められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以下この号において

「平成１７年天然ガス重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成１７年天然ガス重量車基準に定める窒素酸化物の値の１０分の

９を超えないもので総務省令で定めるもの

６ 充電機能付電力併用自動車（次項に規定する電力併用自動車のうち、動力

源として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもので総務省令で

定めるものをいう。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の充電機能付電

力併用自動車の取得（前項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）

に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに

行われたときに限り、第５０条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につ

いてこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第

１項に定める率から１００分の２．４を控除した率とする。

７ 次に掲げる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気その他

の総務省令で定めるものを動力源として用いるものであって、廃エネルギー

を回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７

号）第２条第１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので総

務省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）で初めて新規登録

等を受けるもの以外の電力併用自動車の取得（前２項の規定の適用がある場

合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取

得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第５０条及び第１項の規定

にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率から１００分の１．６（当該電力併用

自動車がバス又はトラックである場合にあっては、１００分の２．７）を控除した

率とする。

� 車両総重量が３．５トン以下の電力併用自動車のうち、次のいずれにも該

当するもので総務省令で定めるもの

ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用され

るべきものとして定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの

（以下この号において「平成１７年電力併用軽量車基準」という。）に適

合すること。

イ 窒素酸化物の排出量が平成１７年電力併用軽量車基準に定める窒素酸化

物の値の４分の１を超えないこと。

ウ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１２５を乗じて

得た数値以上であること。

� 車両総重量が３．５トンを超える電力併用自動車のうち、次のいずれにも
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該当するもので総務省令で定めるもの

ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用され

るべきものとして定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの

（以下この号において「平成１７年電力併用重量車基準」という。）に適

合すること。

イ 窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が平成１７年電力併用重量車基準に

定める窒素酸化物又は粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

ウ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上であること。

８ 次に掲げる軽油自動車で初めて新規登録等を受けるもの以外の軽油自動車

の取得（前３項、第１０項又は第１１項の規定の適用がある場合の自動車の取得

を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２２年３月

３１日までに行われたときに限り、第５０条及び第１項の規定にかかわらず、当

該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき

同条又は第１項に定める率から、第１号に掲げる軽油自動車にあっては１００

分の２（当該取得が平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１日までの間に行わ

れた場合にあっては、１００分の１）を、第２号に掲げる軽油自動車にあって

は１００分の２を、第３号に掲げる軽油自動車にあっては１００分の１（当該取得

が平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１日までの間に行われた場合にあって

は、１００分の０．５）をそれぞれ控除した率とする。

� 車両総重量が１２トンを超える軽油自動車のうち、道路運送車両法第４１条

の規定により平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められ

た排出ガス保安基準で総務省令で定めるものに適合し、かつ、エネルギー

消費効率が基準エネルギー消費効率以上のもので総務省令で定めるもの

� 車両総重量が３．５トンを超え１２トン以下の軽油自動車のうち、道路運送

車両法第４１条の規定により平成２２年１０月１日以降に適用されるべきものと

して定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるものに適合し、かつ、

エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上のもので総務省令で定

めるもの

� 車両総重量が３．５トン以下の軽油自動車で総務省令で定めるもののうち、

道路運送車両法第４１条の規定により平成２１年１０月１日以降に適用されるべ

きものとして定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるものに適合

するもの

９ 自動車の取得が平成３０年３月３１日までに行われた場合における第５１条の規

定の適用については、同条中「１５万円」とあるのは、「５０万円」とする。

１０ 第１種省エネルギー自動車（エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効

率に１００分の１２５を乗じて得た数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量

が道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべ

きものとして定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で総務省

令で定めるもの（次項において「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）

の４分の１を超えないもので総務省令で定めるものをいう。）で初めて新規

登録等を受けるもの以外の第１種省エネルギー自動車の取得（第４項から第

７項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に係る第４９条第

１項の規定の適用については、当該取得が平成２２年３月３１日までに行われた

ときに限り、同項中「取得価額」とあるのは、「取得価額から３０万円を控除

して得た額」とする。

１１ 第２種省エネルギー自動車（エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効

率に１００分の１１５を乗じて得た数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量

が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもので総務省令で

定めるものをいう。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の第２種省エネ

ルギー自動車の取得（第４項から第７項まで又は前項の規定の適用がある場

合の自動車の取得を除く。）に係る第４９条第１項の規定の適用については、

当該取得が平成２２年３月３１日までに行われたときに限り、同項中「取得価額」

とあるのは、「取得価額から１５万円を控除して得た額」とする。

１２ 前２項の規定は、第５３条又は第５４条の規定により提出される申告書又は修

正申告書に、当該自動車の取得につき前２項の規定の適用を受けようとする

旨その他の規則で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。

（軽油引取税に係るみなし揮発油の特例）

第８条の２の４ 当分の間、第６１条第３項に規定する揮発油には、租税特別措

置法第８８条の６の規定により揮発油とみなされる揮発油類似品を含むものと

する。

（軽油引取税の課税免除の特例）

第８条の２の５ 平成２４年３月３１日までに行われる次に掲げる軽油の引取りに
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対しては、第６１条第１項及び第２項の規定にかかわらず、次項において準用

する第６１条の１２第６項の規定による免税証の交付があった場合又は次項にお

いて読み替えて準用する第６１条の１９第１項の規定による知事の承認があった

場合若しくは法附則第１２条の２の４第２項において読み替えて準用する法第

１４４条の３１第４項若しくは第５項の規定による他の都府県知事の承認があっ

た場合に限り、軽油引取税を課さない。

� 船舶の使用者が当該船舶の動力源に供する軽油の引取り

� 海上保安庁その他政令で定める者が航路標識法（昭和２４年法律第９９号）

第２条の規定により設置し、及び管理する航路標識の電源の用途その他公

用又は公共の用に供する施設又は機械の電源又は動力源の用途で政令で定

めるものに供する軽油の引取り

� 鉄道事業又は軌道事業を営む者その他政令で定める者が鉄道用車両、軌

道用車両又はこれらの車両に類するもので政令で定めるもの（日本貨物鉄

道株式会社にあっては、政令で定める機械を含む。）の動力源に供する軽

油の引取り

� 農業又は林業を営む者その他政令で定める者が動力耕うん機その他の政

令で定める機械の動力源に供する軽油の引取り

	 陶磁器製造業、木材加工業その他の政令で定める事業を営む者が製造工

程における焼成又は乾燥の用途、これらの事業の事業場において使用する

機械又は装置の動力源の用途その他の政令で定める用途に供する軽油の引

取り

２ 第６１条の１１から第６１条の１４まで、第６１条の１８及び第６１条の１９の規定は、前

項の規定によって軽油引取税を課さないこととされる軽油の引取りについて

準用する。この場合において、第６１条の１１第１項中「第６１条の５に規定する」

とあるのは「附則第８条の２の５第１項各号に掲げる」と、「同条の」とあ

るのは「同項の」と、「課さないこととされる軽油」とあるのは「課さない

こととされる軽油（以下この条、第６１条の１２から第６１条の１４まで、第６１条の

１８及び第６１条の１９において「免税軽油」という。）」と、「同条に規定する」

とあるのは「同項各号に掲げる」と、「法第１４４条の２１第１項ただし書」と

あるのは「法附則第１２条の２の４第２項において読み替えて準用する法第

１４４条の２１第１項ただし書」と、同条第３項中「第６１条の５に規定する」と

あるのは「附則第８条の２の５第１項各号に掲げる」と、第６１条の１２第１項

中「法第１４４条の２１第１項」とあるのは「法附則第１２条の２の４第２項にお

いて読み替えて準用する法第１４４条の２１第１項」と、第６１条の１３中「法第１４４

条の２１第１項ただし書」とあるのは「法附則第１２条の２の４第２項において

読み替えて準用する法第１４４条の２１第１項ただし書」と、第６１条の１４第１項

中「法第１４４条の２２第１項若しくは第２項、法第１４４条の２５第１項から第３項

まで又は法第１４４条の２６」とあるのは「法附則第１２条の２の４第３項の規定

により適用する法第１４４条の２２第１項若しくは第２項、法附則第１２条の２の

４第４項の規定により読み替えて適用する法第１４４条の２５第１項から第３項

まで又は法附則第１２条の２の４第４項の規定により読み替えて適用する法第

１４４条の２６」と、「法第１４４条の２７第１項」とあるのは「法附則第１２条の２の

４第２項において準用する法第１４４条の２７第１項」と、第６１条の１８第１項中

「法第１４４条の２１第１項」とあるのは「法附則第１２条の２の４第２項におい

て読み替えて準用する法第１４４条の２１第１項」と、「法第１４４条の３１第４項又

は第５項」とあるのは「法附則第１２条の２の４第２項において読み替えて準

用する法第１４４条の３１第４項又は第５項」と、「第６１条の５に規定する」と

あるのは「附則第８条の２の５第１項各号に掲げる」と、第６１条の１９の見出

し及び同条第１項中「法第１４４条の３１第４項又は第５項」とあるのは「法附

則第１２条の２の４第２項において読み替えて準用する法第１４４条の３１第４項

又は第５項」と読み替えるものとする。

３ 前２項の場合における第８条、第６１条の２、第６１条の７、第６１条の９、第

６１条の１５及び第６１条の２０の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第８条第１項第８号 第３号 第３号（附則第８条の２の５第３項の
規定により読み替えて適用される場合
を含む。）

第４号 第４号（附則第８条の２の５第３項の
規定により読み替えて適用される場合
を含む。）

第６１条の１２第６項 第６１条の１２第６項（附則第８条の２の
５第２項において準用する場合を含
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む。）

第６１条の２第１項第３
号及び第４号

第６１条の５ 第６１条の５又は附則第８条の２の５第
１項

第６１条の２第１項第４
号

同条 これらの規定

第６１条の７ 第６１条の２ 第６１条の２（附則第８条の２の５第３
項の規定により読み替えて適用される
場合を含む。）

第６１条の９第３項 又は第６１条の５ 若しくは第６１条の５又は附則第８条の
２の５第１項

第６１条の１２第６項 第６１条の１２第６項（附則第８条の２の
５第２項において準用する場合を含
む。）

第６１条の１５ 法第１４４条の２９第１項 法第１４４条の２９第１項（法附則第１２条
の２の４第４項の規定により読み替え
て適用される場合を含む。）

第６１条の２０ 第６１条の７ただし書 第６１条の７ただし書（附則第８条の２
の５第３項の規定により読み替えて適
用される場合を含む。）

法第１４４条の１８ 法第１４４条の１８（法附則第１２条の２の
４第４項の規定により読み替えて適用
される場合を含む。）

（軽油引取税の税率の特例）

第８条の２の６ 平成３０年３月３１日までに第６１条第１項若しくは第２項に規定

する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同条第４項の軽油

若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消費若しくは第

６１条の２第１項各号の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は当

該期間に軽油引取税の特別徴収義務者が第６１条第６項の規定に該当するに

至った場合における軽油引取税の税率は、第６１条の６の規定にかかわらず、

１キロリットルにつき、３万２，１００円とする。

附則第８条の３第１項中「道路運送法第３条第１号イに規定する一般乗合旅

客自動車運送事業（以下この項及び附則第９条の２第１項において「一般乗合

旅客自動車運送事業」という。）」を「一般乗合旅客自動車運送事業」に改め

る。

附則第８条の４第３項中「（昭和５４年法律第４９号）」を削り、「政令附則第１０

条の２に規定する」を「総務省令で定める」に改める。

附則第９条の２から第９条の４までを次のように改める。

附則第９条の２から第９条の４まで 削除

附則第９条の５第３項第３号中「第２６条の３第１項後段」を「第２６条の３第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第９条の５第１

項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、同項後段」に改め、同条第

４項中「平成２０年１２月３１日」を「平成２５年１２月３１日」に改める。

附則第１０条第３項第３号中「第２６条の３第１項後段」を「第２６条の３第１項

中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１０条第１項に規定

する長期譲渡所得の金額」と、同項後段」に改める。

附則第１０条の２第１項及び第２項中「平成２１年度」を「平成２６年度」に改め

る。

附則第１１条第４項第３号中「第２６条の３第１項後段」を「第２６条の３第１項

中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１１条第１項に規定

する短期譲渡所得の金額」と、同項後段」に改める。

附則第１２条第４項第３号中「第２６条の３第１項後段」を「第２６条の３第１項

中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１２条第１項に規定

する株式等に係る譲渡所得等の金額」と、同項後段」に改める。

附則第１２条の３第２項第３号中「第２６条の３第１項後段」を「第２６条の３第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１２条の３第１

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、同項後段」に改める。

（北海道税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 北海道税条例の一部を改正する条例（平成２０年北海道条例第７９号）の一

部を次のように改正する。

附則第９条の５第３項第３号、附則第１０条第３項第３号、附則第１１条第４項

第３号、附則第１２条第４項第３号及び附則第１２条の３第２項第３号の改正規定

中「附則第５条の４第１項」」を「附則第５条の４第１項の規定の」」に、「附

則第５条の５」」を「附則第５条の５の規定の」」に改める。

附則第３項及び第４項中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に改
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める。

附則第８項中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に、「次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」を「当該上場株式等に係る

課税配当所得の金額の１００分の１．２」に改め、同項各号を削る。

附則第１１項中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に、「次の各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」を「上場株式等に係る課税

譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所得等の金額（新条例附則第１２条第

４項第２号の規定により読み替えて適用される新条例第２５条の２の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の１．２」に改め、同項

各号を削る。

附 則

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第２条中北海道税条

例の一部を改正する条例（平成２０年北海道条例第７９号）附則第９条の５第３項

第３号、附則第１０条第３項第３号、附則第１１条第４項第３号、附則第１２条第４

項第３号及び附則第１２条の３第２項第３号の改正規定の改正規定は、公布の日

から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の北海道税条例（以下「新条例」という。）の規

定中不動産取得税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、施

行日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例

による。

３ 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に

対して課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対し

て課する自動車取得税については、なお従前の例による。

４ 新条例の規定中軽油引取税に関する部分は、施行日以後に新条例第６１条第１

項若しくは第２項に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販

売、同条第４項の軽油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素

油の消費若しくは新条例第６１条の２第１項各号（第３号又は第４号を除く。）

の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は施行日以後に軽油引取税

の特別徴収義務者が新条例第６１条第６項の規定に該当するに至った場合におい

て課すべき軽油引取税について適用する。

５ 施行日前に第１条の規定による改正前の北海道税条例（以下「旧条例」とい

う。）第１００第１項若しくは第２項に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃

料炭化水素油の販売、同条第４項の軽油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条

第５項の炭化水素油の消費若しくは旧条例第１０１条第１項各号（第３号又は第

４号を除く。）の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は施行日前

に軽油引取税の特別徴収義務者が旧条例第１００条第６項の規定に該当するに

至った場合において課する軽油引取税については、なお従前の例による。

６ この条例の施行の際現にされている旧条例第１０８条第１項の規定による特別

徴収義務者の登録の申請は、新条例第６１条の１０第１項の規定による特別徴収義

務者の登録の申請とみなす。

７ この条例の施行の際現に旧条例第１０８条第３項の規定により登録特別徴収義

務者の登録を受けている者に係る同項の規定による当該登録特別徴収義務者の

登録は、新条例第第６１条の１０第３項の規定による登録特別徴収義務者の登録と

みなす。

８ この条例の施行の際現にされている旧条例第１０８条第５項の規定による登録

特別徴収義務者の登録の消除の申請は、新条例第６１条の１０第５項の規定による

登録特別徴収義務者の登録の消除の申請とみなす。

９ この条例の施行の際現にされている旧条例第１１０条第１項の規定による免税

証の交付の申請は、新条例第６１条の５に規定する用途に係る免税証の交付の申

請にあっては新条例第６１条の１２第１項の規定による免税証の交付の申請と、新

条例附則第８条の２の５第１項各号に掲げる用途に係る免税証の交付の申請に

あっては同条第２項において読み替えて準用する新条例第６１条の１２第１項の規

定による免税証の交付の申請とみなす。

１０ この条例の施行の際現に旧条例第１１０条第６項の規定により交付を受けてい

る免税証は、新条例第６１条の５に規定する用途に係る免税証にあっては新条例

第６１条の１２第６項の規定により交付を受けた免税証と、新条例附則第８条の２

の５第１項各号に掲げる用途に係る免税証にあっては同条第２項において読み

替えて準用する新条例第６１条の１２第６項の規定により交付を受けた免税証とみ

なす。

１１ この条例の施行の際現に旧条例第１０９条第１項の規定により交付を受けてい

る免税軽油使用者証は、新条例第６１条の５に規定する用途に係る免税軽油使用
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者証にあっては新条例第６１条の１１第１項の規定により交付を受けた免税軽油使

用者証と、新条例附則第８条の２の５第１項各号に掲げる用途に係る免税軽油

使用者証にあっては同条第２項において読み替えて準用する新条例第６１条の１１

第１項の規定により交付を受けた免税軽油使用者証とみなす。

１２ 北海道核燃料税条例（平成２０年北海道条例第３号）の一部を次のように改正

する。

第９条中「� 道固定資産税」を「 道固定資産税」に、「� 核燃料税」

を「� 核燃料税」に、「�の２ 核燃料税」を「の２ 核燃料税」に改め

る。

規 則

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第５７号

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
北海道税条例施行規則（昭和２９年北海道規則第９８号）の一部を次のように改正する。

目次中「第６節 削除」を
「第６節 自動車取得税（第５８条－第５８条の１１）
第６節の２ 軽油引取税（第５９条－第６６条の４）」

に、
「第３章
第１
第２

目的税
節 自動車取得税（第７１条－第７１条の１１）
節 軽油引取税（第７２条－第８３条） 」

を「第３章 削除」に改める。

第６条の２中「第６９９条の３２及び第７００条の４９」を「第１４３条及び第１４４条の６０」に改める。
第１４条第１項中「第７００条の２１第１項」を「第１４４条の２９第１項」に改め、同条第２項中
「第６９９条の１４第５項並びに第７００条の２１第２項」を「第１２５条第５項並びに第１４４条の２９第２
項」に改める。
第１４条の２中「第７００条の２１第２項」を「第１４４条の２９第２項」に改める。
第１４条の３第１項中「第６９９条の１４第５項並びに第７００条の２１第２項」を「第１２５条第５項
並びに第１４４条の２９第２項」に改める。
第１４条の９中「第６条の１０第３項」を「第６条の１０第４項」に改める。
第１５条中「第７００条の２１第２項」を「第１４４条の２９第２項」に改める。
第３９条の３第１項中「第５３条第４１項及び第４２項」を「第５３条第４５項及び第４６項」に改める。

第３９条の３の２中「第５３条第４３項」を「第５３条第４７項」に改める。
第４１条の７中「で、主たる事務所又は事業所が札幌市以外の市町村の区域に所在するも
の」を削る。
第４９条の７第１項第３号の次に次の１号を加える。
�の２ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法
人をいう。以下この号において同じ。）に該当するものに限る。）又は一般財団法人
（非営利型法人に該当するものに限る。）を設立しようとする者が、当該法人の設立前
において、当該法人の設立後は専ら法第７３条の４第１項第３号の２に規定する看護師、
准看護師、歯科衛生士その他政令で定める医療関係者の養成所において直接教育の用に
供する不動産を取得した場合における当該不動産の取得
第４９条の７第１項第２０号中「第３条の３第１項（第２号に係るものに限る。）」を「第３
条第１１号」に改め、同項第２６号及び同条第２項第１１号中「第１１０条第３項」を「第１１０条第４
項」に改める。
第２章第６節を次のように改める。

第６節 自動車取得税
（自動車取得税の修正申告書）
第５８条 条例第５４条第２項に規定する規則で定める修正申告書は、別記第６１号様式の２によ
るものとする。
（自動車取得税に係る北海道税収入証紙）
第５８条の２ 第６７条から第６７条の１３まで及び第６７条の１５の規定は、自動車取得税に係る北海
道税収入証紙について準用する。
（自動車取得税の納付の方法）
第５８条の３ 条例第５５条第２項の規定により自動車取得税額を納付する場合は、別記第１４号
様式の３の納付書によって納付しなければならない。
（譲渡担保財産の取得に対して課する自動車取得税の納税義務の免除等）
第５８条の４ 条例第５７条第１項の規定による自動車取得税の納税義務の免除の決定、同条第
５項の規定による還付又は同条第６項の規定による充当は、支庁長が行うものとする。
２ 条例第５７条第７項に規定する申請書及び申告書は、別記第６１号様式の４によるものとす
る。
３ 支庁長は、第１項の規定により納税義務の免除の決定をした場合は、別記第６１号様式の
５により申請をした者に通知しなければならない。
４ 支庁長は、第１項の規定により還付し、又は充当する場合は、別記第６号様式により申
請をした者に通知しなければならない。
（自動車の返還があった場合の自動車取得税の還付又は納付義務の免除）
第５８条の５ 条例第５８条第１項の規定による還付若しくは納付義務の免除の決定又は同条第

北 海 道 公 報 号外第��号 １９平成２１年３月３１日（火曜日）



２項の規定による充当は、支庁長が行うものとする。
２ 条例第５８条第３項に規定する申請書は、別記第６１号様式の６によるものとする。
３ 前条第３項の規定は第１項の規定により納付義務の免除の決定をした場合について、同
条第４項の規定は第１項の規定により還付し、又は充当する場合について準用する。
（自動車取得税の減免）
第５８条の６ 条例第５９条の規定による自動車取得税の減免の決定は、支庁長が行うものとす
る。
２ 条例第５９条の規定により自動車取得税の減免を受けようとする者は、別記第７０号様式の
申請書を支庁長に提出しなければならない。
３ 支庁長は、前項の申請書を受理したときは、これを審査の上、減免するかどうかを決定
し、その旨を申請をした者に通知しなければならない。
第５８条の７ 条例第５９条第１項第３号に規定する規則で定める障害を有する者は、次に掲げ
る者とする。
� 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）の規定により身体障害者手帳の交付を受
けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ同表の右欄に掲げる身体障
害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号による障害の級別に該当す
る障害を有するもの

障害の区分 障害の級別

視覚障害 一級 二級 三級 四級

聴覚障害 二級 三級

平衡機能障害 三級 五級

音声機能障害
こう

三級（喉頭摘出による音声機能障害が
ある場合に限る。）

上肢不自由 一級 二級 三級

乳幼児期以前の非進行性の脳病
変による運動機能障害

上肢機能 一級 二級 三級

移動機能 一級 二級 三級 四級 五級 六級

心臓機能障害 一級 三級 四級

じん臓機能障害 一級 三級 四級

呼吸器機能障害 一級 三級 四級

ぼうこう又は直腸の機能障害 一級 三級 四級

小腸機能障害 一級 三級 四級

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害 一級 二級 三級 四級

� 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）の規定により戦傷病者手帳の交付を受
けている者（身体障害者手帳の交付を受けている者で前号の規定に該当するものを除
く。）のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる
恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表ノ２による重度障害の程度に該当する障害
を有するもの

障害の区分 重度障害の程度

視覚障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症 第四項症

上肢不自由 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

聴覚障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症 第四項症

平衡機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症 第四項症

音声機能障害 特別項症 第一項症 第二項症（これらの項症のうち、
こう

喉頭摘出による音声機能障害がある場合に限る。）

心臓機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

じん臓機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

呼吸器機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

ぼうこう又は直腸の機能
障害

特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

小腸機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

� 知的障害者又は精神に障害があると判定された者
２ 条例第５９条第１項第３号に規定する規則で定める者は、次に掲げる者（前項第１号又は
第２号の規定に該当する者を除く。）とする。
� 身体障害者福祉法の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者
� 戦傷病者特別援護法の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者
３ 条例第５９条第１項第４号に規定する規則で定める施設は、次に掲げる施設とする。
� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する知的障害児施設、盲ろうあ児施設、
肢体不自由児施設、重症心身障害児施設及び情緒障害児短期治療施設

� 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）に規定する知的障害者更生施設、知的障害
者授産施設及び知的障害者通勤寮

� 生活保護法に規定する救護施設及び医療保護施設
� 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する老人デイサービスセンター、老人短
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期入所施設、養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム
	 身体障害者福祉法に規定する身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者
授産施設、身体障害者福祉センター及び盲導犬訓練施設


 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する介護老人保健施設（社会福祉法第２
条第３項第１０号に規定する事業を行うものに限る。）

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に規定する精神
障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉工場及び精神障害者地域生
活支援センター

� 前各号に掲げる施設に類する施設
４ 条例第５９条第１項第５号に規定する規則で定める者は、次に掲げる者とする。
� 社団法人北海道肢体不自由児福祉協会
� 財団法人結核予防会
� 財団法人北海道対がん協会
� 社団法人全国保健センター連合会
	 前各号に掲げる者に類する者
５ 条例第５９条第３項に規定する規則で定める書面は、次の表の左欄に掲げる者の区分に応
じ同表の右欄に定める書面とする。

左欄 右欄

下肢又は体幹に障害を有
し歩行が著しく困難な者
及び第１項第１号に掲げ
る者

身体障害者手帳

第１項第２号に掲げる者 戦傷病者手帳

第１項第３号に掲げる者 療育手帳若しくは知的障害者更生相談所若しくは児童相
談所の交付する判定書若しくは精神障害者保健福祉手帳
若しくは精神保健指定医の診断書又はこれらに代わるも
のと知事が認めるもの

第５８条の８ 条例第５９条第１項第３号の自動車（自家用の自動車に限る。）の取得（同号の
自動車の取得として同項の規定の適用を受けて自動車取得税の減免を受けた自動車を所有
している場合における自動車の取得を除く。）に対しては、同号の自動車の取得として同
項の規定による自動車取得税を減免するものとする。
２ 震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により自動車が当該自動車の取得
の日から１月以内に損壊した場合における当該自動車の取得に対しては、条例第５９条第１
項第１１号の自動車の取得として、同項の規定により自動車取得税を減免するものとする。

第５８条の９ 条例第５９条第１項第９号の自動車の取得として同項の規定により自動車取得税
を減免する場合において、当該取得に係る自動車が構造上専ら身体障害者の利用に供する
ためのものと認められる自動車以外のものであるときにおける減免額は、当該自動車の取
得価額のうち、身体障害者の利用に供するための構造の変更等に要した金額に条例第５０条
の税率を乗じて得た金額を限度とする。
２ 条例第５９条第１項第１０号の自動車の取得として同項の規定により自動車取得税を減免す
る場合における減免額は、当該自動車の取得価額のうち、身体障害者が運転するための構
造の変更等に要した金額に条例第５０条の税率を乗じて得た金額を限度とする。
（自動車取得税に係る更正等の通知書）
第５８条の１０ 法第１２９条第４項の規定による自動車取得税に係る更正若しくは決定の通知、
法第１３２条第５項の規定による自動車取得税に係る過少申告加算金額若しくは不申告加算
金額の決定の通知又は法第１３３条第４項の規定による自動車取得税に係る重加算金額の決
定の通知は、別記第６２号様式の通知書により行うものとする。
２ 条例第６０条に規定する納付書は、別記第１４号様式の３によるものとする。
（自動車取得税に係る調査の引継ぎ）
第５８条の１１ 支庁長は、自動車取得税に係る調査を要すると認める者の住所又は居所が所管
区域外にあるときは、当該調査を要すると認める者の住所又は居所を所管する支庁又は札
幌道税事務所の長に当該調査を引き継ぐことができる。
２ 前項の調査の引継ぎを受けた支庁又は札幌道税事務所の長は、当該調査を終えたときは、
その結果を遅滞なく調査の引継ぎをした支庁長に通知しなければならない。
第２章第６節の次に次の１節を加える。

第６節の２ 軽油引取税
（免税軽油譲渡の承認）
第５９条 法第１４４条の３第３項の規定による免税軽油譲渡の承認は、支庁長が行うものとす
る。
（仮特約業者の指定等）
第５９条の２ 法第１４４条の８の３第１項の規定による仮特約業者の指定及び同条第３項の規
定による仮特約業者の指定の取消しは、支庁長が行うものとする。
２ 支庁長は、前項の規定により仮特約業者を指定したときは、別記第６２号様式の２の通知
書により、当該仮特約業者に通知しなければならない。
３ 支庁長は、第１項の規定により仮特約業者の指定を取り消したときは、別記第６２号様式
の２の２の通知書により、当該仮特約業者の指定を取り消された者に通知しなければなら
ない。
（特約業者の指定等）
第５９条の３ 法第１４４条の９第１項の規定による特約業者としての指定を受けようとする者
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は、第２条の規定にかかわらず、支庁長を経由して、総務省令で定める様式の申請書を知
事に提出しなければならない。
２ 知事は、法第１４４条の９第１項の規定により特約業者を指定したときは、別記第６２号様
式の２の３の通知書により、当該特約業者に通知しなければならない。
３ 知事は、法第１４４条の９第３項、第５項本文又は第６項後段の規定により特約業者の指
定を取り消したときは、別記第６２号様式の２の４の通知書により、当該特約業者の指定を
取り消された者に通知しなければならない。
（軽油引取税の特別徴収義務者の指定）
第６０条 条例第６１条の８第２項の規定による特別徴収義務者の指定は、支庁長が行うものと
する。
２ 支庁長は、前項の規定により特別徴収義務者を指定したときは、別記第６２号様式の３の
通知書により、当該特別徴収義務者及び当該特別徴収義務者に係る元売業者又は特約業者
に通知しなければならない。
（軽油引取税の保全担保の提供命令等）
第６０条の２ 法第１４４条の２０の規定による担保の提供命令その他の処分は、支庁長が行うも
のとする。

２ 支庁長は、前項の規定により担保の提供を命ずるときは、別記第６２号様式の４の軽油引
取税保全担保提供命令書を発しなければならない。
３ 第１５条の２第４項の規定は、第１項の規定により担保を解除する場合について準用する。
（免税軽油の承認）
第６１条 条例第６１条の９第３項の規定による免税軽油の数量の承認は、支庁長が行うものと
する。
（特別徴収義務者の登録等）
第６２条 条例第６１条の１０第３項の規定による特別徴収義務者の登録及び同条第５項又は第６
項の規定による登録特別徴収義務者の登録の消除は、支庁長が行うものとする。
２ 条例第６１条の１０第２項に規定する申請書は、別記第６３号様式によるものとする。
３ 支庁長は、第１項の規定により特別徴収義務者を登録したときは、別記第６３号様式の２
の通知書により、当該特別徴収義務者に通知しなければならない。
４ 条例第６１条の１０第４項の規定による申請は、別記第６３号様式の３の申請書により行うも
のとする。
５ 支庁長は、第１項の規定により登録特別徴収義務者の登録を消除したときは、別記第６３
号様式の４の通知書により、当該消除に係る者に通知するものとする。
（特別徴収義務者としての証票の交付）
第６２条の２ 法第１４４条の１６第１項の証票の交付は、支庁長が行うものとする。
（免税軽油使用者証の交付）

第６３条 条例第６１条の１１第１項から第３項までの規定による免税軽油使用者証の交付、同条
第４項の規定による免税軽油使用者証の返納の命令及び同条第７項の規定による免税軽油
使用者証の書換えは、支庁長が行うものとする。
２ 条例第６１条の１１第６項の規定による免税軽油使用者証の有効期間は、支庁長が定めるも
のとする。
（免税証の交付等）
第６３条の２ 条例第６１条の１２第６項の規定による免税証の交付及び同条第７項の規定による
免税証の返納の命令は、支庁長が行うものとする。
２ 支庁長は、前項の規定により免税証を交付するときは、免税証の種類、記号番号及び枚
数並びに免税軽油の数量を調査の上、別記第６４号様式の免税証交付簿の所定事項を記載し、
受領印を徴して、処理しなければならない。
３ 条例第６１条の１２第１０項の規定による免税証の有効期間の記入は、支庁長が行うものとす
る。
（免税軽油使用者証及び免税証の返納命令）
第６３条の３ 支庁長は、第７６条第１項の規定により免税軽油使用者証の返納を命ずるとき、
又は前条第１項の規定により免税証の返納を命ずるときは、別記第６４号様式の２の免税軽
油使用者証及び免税証返納命令書により、当該命令書を発した日から１０日以内において返
納の期限を定めて行わなければならない。
（法第１４４条の２１の通知）
第６３条の４ 支庁長は、法第１４４条の２１の規定による申請に対して免税証を交付したときは、
総務省令で定める様式の通知書を当該都府県知事に送付しなければならない。
（政令で定める届出書の写し）
第６３条の５ 支庁長は、条例第６１条の１３の規定による届出書の提出をした者から当該届出書
の写しの提出があったときは、これに受付印を押し、当該免税軽油使用者に返付するもの
とする。
（免税軽油の引取り等に係る報告書の提出期限の延長）
第６３条の６ 条例第６１条の１４第２項の規定による期限の延長は、支庁長が行うものとする。
（軽油引取税の徴収不能額等の還付若しくは充当又は納入義務の免除決定等）
第６４条 法第１４４条の３０の規定による軽油引取税の徴収不能額等の還付若しくは充当又は納
入義務の免除の決定は、支庁長が行うものとする。
２ 支庁長は、前項の規定により、徴収不能額等の還付若しくは充当をするとき又は納入義
務の免除の決定をしたときは、別記第６５号様式により申請した者に通知しなければならな
い。
（軽油を返還した場合における措置）
第６４条の２ 条例第６１条の１７の規定による納入に係る軽油引取税額のうち当該返還された軽
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油に対応する部分の税額及びこれに係る徴収金の還付の決定は、支庁長が行うものとする。
２ 条例第６１条の１７第１項に規定する申請書は、別記第６６号様式の２の２によるものとする。
（免税軽油以外の軽油を引取後において免税用途に供した場合における措置）
第６５条 条例第６１条の１８の規定による軽油引取税額の納入の免除及び納入に係る軽油引取税
額のうち免税用途の使用に係る軽油に対応する部分の税額及びこれに係る徴収金の還付の
決定は、支庁長が行うものとする。
２ 条例第６１条の１８第１項に規定する申請書は、別記第６６号様式の２の３によるものとする。
（免税軽油以外の軽油を免税用途に供した場合の承認）
第６５条の２ 条例第６１条の１９の規定による免税用途に供した場合の承認は、支庁長が行うも
のとする。
２ 条例第６１条の１９第１項の申出は、別記第６６号様式の２の４の申出書によるものとする。
３ 条例第６１条の１９第２項に規定する承認書は、別記第６６号様式の２の４によるものとする。
（製造等の承認等）
第６６条 法第１４４条の３２第２項の規定による承認は、支庁長が行うものとする。
２ 法第１４４条の３２第１項第３号に係る承認を受けた者は、総務省令で定める自動車用炭化
水素油譲渡証及びその写しの用紙の交付を受けようとするときは、別記第６６号様式の３の
申請書を支庁長に提出しなければならない。
３ 総務省令の規定による記載の命令は、支庁長が行うものとする。
（軽油の引取りの報告命令）
第６６条の２ 総務省令の規定による報告の命令は、支庁長が行うものとする。
（帳簿の記載命令）
第６６条の２の２ 総務省令の規定による記載の命令は、支庁長が行うものとする。
（軽油引取税に係る更正等の通知書）
第６６条の３ 法第１４４条の４４第４項の規定による軽油引取税に係る更正若しくは決定の通知、
法第１４４条の４７第５項の規定による軽油引取税に係る過少申告加算金額若しくは不申告加
算金額の決定の通知又は法第１４４条の４８第４項の規定による軽油引取税に係る重加算金額
の決定の通知は、別記第６６号様式の４の通知書により行うものとする。
（軽油引取税の減免）
第６６条の４ 条例第６１条の２２の規定による軽油引取税の減免の決定は、支庁長が行うものと
する。
２ 条例第６１条の２２の規定による軽油引取税の減免を受けようとする者は、別記第６７号様式
の申請書を支庁長に提出しなければならない。
３ 支庁長は、前項の申請書を受理したときは、これを審査の上、減免するかどうかを決定
し、その旨を申請した者に通知しなければならない。
第６７条の１６第２項中「別記第５８号様式の２の８」を「別記第６９号様式」に改める。

第６７条の１７第２項中「別記第５８号様式の３」を「別記第７０号様式」に改める。
第６７条の１８第１項及び第２項を削り、同条第３項中「次に掲げる」を「第５８条の７第３項
に規定する」に改め、同項各号を削り、同項を同条第１項とし、同条第４項中「次に掲げ
る」を「第５８条の７第４項に規定する」に改め、同項各号を削り、同項を同条第２項とし、
同条第５項中「次の表の左欄に掲げる者の区分に応じ同表の右欄に定める」を「第５８条の７
第５項に規定する」に改め、同項の表を削り、同項を同条第３項とする。
第６７条の２０第２項中「別記第５９号様式」を「別記第７１号様式」に改める。
第６８条の２第２項中「別記第５８号様式の３」を「別記第７０号様式」に改める。
第６９条の２第２項中「別記第５９号様式の３」を「別記第７２号様式」に改める。
第７０条中「別記第６０号様式」を「別記第７３号様式」に、「別記第６０号様式の２」を「別記
第７３号様式の２」に改める。
第７０条の２中「別記第６０号様式の３」を「別記第７３号様式の３」に改める。
第３章を次のように改める。

第３章 削除
第７１条から第８３条まで 削除
附則第１９項から第２３項までを削る。
附則第２４項中「第９条の２」を「第８条の２の２」に改め、同項を附則第１９項とする。
附則第２５項中「第９条の２」を「第８条の２の２」に改め、同項を附則第２０項とする。
附則第２６項中「第９条の２」を「第８条の２の２」に、「附則別記第５号様式」を「附則
別記第４号様式」に改め、同項を附則第２１項とする。
附則第２７項を附則第２２項とする。
附則第２８項中「第９条の２の２第１項」を「第８条の２の３第１項」に、「第７１条の９」
を「第５８条の９」に、「第９３条」を「第５０条」に、「第９条の２第１項」を「第８条の２の
２第１項」に改め、同項を第２３項とし、同項の次に次の５項を加える。
２４ 条例附則第８条の２の３第１２項に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
� 条例附則第８条の２の３第１０項又は第１１項の規定の適用を受けようとする旨
� 自動車の取得価額
� 自動車のエネルギー消費効率（エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法
律第４９号）第８０条第１号に規定するエネルギー消費効率をいう。）

� 自動車の車両重量（運行に必要な装備をした状態における自動車の重量をいう。）
	 内燃機関の燃料の種類

 エネルギーの使用の合理化に関する法律施行令（昭和５４年政令第２６７号）第２１条第８
号の貨物自動車にあっては、自動車の車両総重量（車両重量、最大積載量及び５５キログ
ラムに乗車定員を乗じて得た重量の総和をいう。）、変速装置の方式及び構造

２５ 当該自動車について、条例附則第８条の２の３第１２項の規定により、条例第５３条若しく
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は第５４条第１項の規定により提出された申告書又は当該申告書の提出以後に同条第２項の
規定により提出された修正申告書に前項各号（当該自動車がエネルギーの使用の合理化に
関する法律施行令第２１条第１号の乗用自動車（以下この項において「乗用自動車」とい
う。）である場合にあっては、同項第１号から第５号まで）に掲げる事項が記載されてい
た場合においては、同項の規定にかかわらず、同項第３号から第６号まで（当該自動車が
乗用自動車である場合にあっては、同項第３号から第５号まで）に掲げる事項の記載を省
略することができる。

２６ 条例附則第８条の３に規定する当該年度の自動車税の賦課期日において地域住民の生活
に必要な路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難になっているものの運行の用に
供する一般乗合用のバスとして規則で定めるものは、当該年度の自動車税の賦課期日にお
いて、国又は道が地方バス路線維持のため交付する補助金に係るバス路線で、平均乗車密
度に１日当たりの運行回数を乗じて得た数値が１０以上１５０以下であり、かつ、知事が地域
住民の生活上必要と認めて指定したもの（以下この項において「生活路線」という。）の
運行の用に供される一般乗合用のバスとし、当該年度の前年度において国又は道の補助を
受けて一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者（以下この項において「地方乗合バス事
業者」という。）の当該年度の前年度の補助の対象となった期間において生活路線の運行
の用に供された一般乗合用のバスの数に、当該地方乗合バス事業者の当該年度の前年度の

じゅん

補助の対象となった期間の日数を３６５（当該年度の前年度の補助の対象となった期間が閏
じゅん

年の前年の１０月１日から閏年の９月３０日までの間である場合は、３６６。以下この項におい
て同じ。）で除して得た数を乗じて得た数（当該得た数に１未満の端数があるときは、そ
の端数を四捨五入した数とする。）と、当該地方乗合バス事業者が当該年度の自動車税の
賦課期日において所有する一般乗合用のバスの総数に、当該地方乗合バス事業者の当該年
度の前年度の補助の対象となった期間における生活路線に係る走行キロ数を当該地方乗合
バス事業者の同期間における全路線に係る走行キロ数で除して得た数を乗じて得た数に、
当該年度の前年度の補助の対象となった期間の日数を３６５で除して得た数を乗じて得た数
（当該得た数に１未満の端数があるときは、その端数を四捨五入した数とする。）のいず
れか小さい方の数に達するまで、当該地方乗合バス事業者が当該年度の自動車税の賦課期
日において所有する一般乗合用のバスごとに、当該地方乗合バス事業者の当該年度の４月
１日から同月７日までの期間における生活路線に係る走行キロ数を当該地方乗合バス事業
者の同期間における全路線の走行キロ数で除して得た割合（当該得た割合に０．０１パーセン
ト未満の端数があるときは、その端数を四捨五入した数とする。）の高いものから順次支
庁長が指定したものとする。

２７ 条例附則第８条の３の規定による自動車税の減免の決定は、支庁長が行うものとする。
２８ 条例附則第８条の３第２項の申請書は、附則別記第５号様式によるものとする。
附則第３２項及び第３３項を削り、附則第３１項を附則第３３項とする。

附則第３０項中「平成２１年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改め、同項を附則第３２項と
する。
附則第２９項中「平成２１年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改め、同項を附則第３１項と
し、附則第２８項の次に次の２項を加える。
２９ 支庁長は、前項の申請書を受理したときは、これを審査の上、減免するかどうかを決定
し、その旨を申請した者に通知しなければならない。

３０ 条例附則第８条の４第１項又は第３項から第６項までの規定の適用がある場合における
第６８条の３第１項の規定の適用については、同項中「第６４条」とあるのは、「第６４条（条
例附則第８条の４第１項又は第３項から第６項までの規定により読み替えて適用される場
合を含む。）」と読み替えるものとする。
附則別記第４号様式を削る。
附則別記第５号様式中「（附則第２４項関係）」を「（附則第２１項関係）」に改め、同様式
を附則別記第４号様式とし、同様式の次に次の１様式を加える。
附則別記第５号様式（附則第２８項関係）

（表）
自 動 車 税 減 免 申 請 書

納 税 者
住所（所在地）

氏名（名 称）
（電話番号） － －

経常損益
の 状 況

経常収益 � 経常費用 � 経常損益�－�

円 円 円

減 免 を
受けよう
と す る
バスの数

一般乗合用バスの所有総数 � 台

生活路線に係る走行キロ数 � �

全路線に係る走行キロ数 � �

補助対象期間（ ・ ・ ～ ・ ・ ）の日数 � 日

減免を受けようとするバスの数�×��×
�
３６５ � 台

減 免 を
受けよう
と す る

登 録

年月日

登録

番号

乗車

定員

４月１日から４月７日
ま で の 期 間

生活路線
走 行 率
�
�
�

主 な

定置場
税額生活路線に

係る走行キ
ロ数 �

全路線に係
る走行キロ
数 �

・ ・ 人 � � ％ 円
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自動車税 ・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

上記のとおり、自動車税の減免を受けたいので、申請します。
（根拠法令－道税条例第 条）

年 月 日

申請者 住所（所在地）
氏名（名 称） �

北海道 支庁長 様

注意 この申請書を提出する際には、運輸支局長が発行する「自動車税減免対象バ
ス車両の認定に係る証明書」その他参考となる資料を添付してください。

（裏）
記 載 要 領

１ �欄及び�欄は、減免を受けようとする年度の前年度において生活交通路線維
持費補助金及び準生活交通路線維持費補助金の対象となった期間（以下「補助対
象期間」という。）における一般乗合旅客自動車運送事業に係る経常収益及び経
常費用をそれぞれ記載すること。
２ �欄は、減免を受けようとする年度の４月１日現在において所有する一般乗合
用のバスの総数を記載すること。
３ �欄及び�欄は、補助対象期間における生活路線（生活交通路線及び準生活交
通路線をいう。）及び全路線に係る走行キロ数をそれぞれ記載すること。
当該走行キロ数は、次の算式により算出した系統ごとの走行キロ数の合計キロ
数とするものとする。

系統ごとの
走行キロ数＝

系統別免許
キ ロ 数×

当該系統の１日
当たり運行回数×

補助対象期間に
おける運行日数×２

４ �欄は、補助対象期間の日数を記載すること。
５ �欄に１未満の端数があるときは、これを四捨五入すること。

じゅん じゅん

補助対象期間が閏年の前年の１０月１日から閏年の９月３０日までの間である場
合においては、�の「減免を受けようとするバスの数」の欄中「３６５」とあるの

は「３６６」と読み替えるものとする。
６ 「減免を受けようとする自動車税」の欄については、�欄及び�欄は、各車両
ごとに、自動車税の減免を受けようとする年度の４月１日から４月７日までの期
間における生活路線及び全路線に係る走行キロ数を、旅客自動車運送事業運輸規
則（昭和３１年運輸省令第４４号）第２５条の乗務記録に基づき、それぞれ記載し、�
の生活路線走行率の高いものから順次�の減免を受けようとするバスの数までの
バスについて記載すること。
この場合、�欄に０．０１パーセント未満の端数があるときは、これを四捨五入す
ること。

別記第４号様式の２その４末尾欄外摘要の２の事項中「第７００条の２１」を「第１４４条の２９」
に改める。
別記第４号様式の３中「７００条の２１�」を「１４４条の２９�」に改める。
別記第１４号様式の３その４からその６までを削る。
別記第１４号様式の３その７（表）中「第６９９条の１９又は第６９９条の２０」を「第１３０条又は第

１３１条」に改め、同様式その７を同様式その４とし、同様式その８（１葉）中「第６９９条の１９
又は第６９９条の２０」を「第１３０条又は第１３１条」に改め、同様式その８を同様式その５とし、
同様式その５の次に次のように加える。
その６ 自動車税用（電算処理による場合）

（表）

道税
都道府県コード

年度 自動車税 領収証書 ○公

期別

住所（所在地）及び氏名（名称）
加入者名

振替口座

〒

様

登 録 番 号 納期限 年 月 日

左記の金額を領収しました。
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税 額 円

延 滞 金 額

加算
金額

�
�
�
過 少
不申告

�
�
 

重

合 計 額

領収印

延滞金額は 年 月 日までの計算です。

（納税者保存） ◎裏面も必ずお読みください。

摘要 この様式は、その２の１連及び３連と併せて用いること。
（裏）

納付場所
北海道指定（収納代理）金融機関
北海道収入取扱員
道内郵便局

注 意

１ 納めるときは、税額（その額に１，０００円未満の端数があるとき、又はその全
額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。）
に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセン
ト（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３パ
ーセント（当該期間のうち平成１２年１月１日以後の期間については、当該期間
の属する各年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１５条第１項
第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合
を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合は、当該商業手形の
基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合（その割合に０．１パーセン
ト未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。）））の割合を乗じて計
算した金額に相当する延滞金額を加算して納めてください。この場合における

じゅん

年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。
２ 延滞金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未
満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。

その７ 自動車税用（手書きによる場合）
納 付 書

（表）

道税
都道府県コード

領 収 証 書 ○公

年度 税コード 期別 振替口座 加入者名 取扱庁 支庁 登録番号

税 目 自 動 車 税

税 額 円納
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延 滞 金 額
延滞金額計算内訳 住 所（所在地）

日 数 年 率 金 額
日 ％ 円

氏 名（名 称）

様

合 計 額

納 期 限 年 月 日

上記の金額を領収し
ました。〈納付場所〉北海道指定（収納代理）金融機関・北海道収入取扱員・道内郵便局

領 収 印

◎ 裏面も必ずお読みください。

税

者

保

存

摘要 この様式は、その１の２葉及び４葉と併せて用いること。
（裏）

注意
１ 納めるときは、税額（その額に１，０００円未満の端数があるとき、又はその全額が２，０００円未満であるときは、その端数金
額又はその全額を切り捨てます。）に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（当
該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント（当該期間のうち平成１２年１月１日以後
の期間については、当該期間の属する各年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１５条第１項第１号の規定
により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場
合は、当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合（その割合に０．１パーセント未満の端数がある
ときは、その端数を切り捨てます。）））の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納めてください。

じゅん

この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。
２ 延滞金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全
額を切り捨てます。

北 海 道 公 報 号外第��号 ２７平成２１年３月３１日（火曜日）



その８ 自動車税用（振替による場合）
（１連）
（表）

振替払込請求書兼受領証 □公

口座
記号
番号

払 込 料 金
加入者負担

加入
者名

金
額

百 十 万 千 百 十 円

道 税

住所
（所在地）

自 動 車 税 領 収 証 書

氏名
（名称） 様

◎裏面も必ずお読みください。 （納税者保存）

備 考 日

附

印

期 別

登録番号

税 額 円

延滞金額

納 期 限 年 月 日

取 扱 庁

２８北 海 道 公 報 号外第��号平成２１年３月３１日（火曜日）



（裏）

納付場所
全国ゆうちょ銀行の店舗及び郵便局
注意
１ 納期限後に納めるときは、税額（その額に、１，０００円未満の端数があると
き、又はその全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を
切り捨てます。）に、その納期限の翌日から納付（納入）の日までの期間の日
数に応じ、年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの
期間については、年７．３パーセント（当該期間の属する各年の前年の１１月３０日
を経過する時における日本銀行法第１５条第１項第１号の規定により定められる
商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合が年７．３パーセ
ントの割合に満たない場合は、当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの
割合を加算した割合（その割合に０．１パーセント未満の端数があるときは、そ
の端数を切り捨てます。）））の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

じゅん

額を加算して納めてください。この場合における年当たりの割合は、閏年の
日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。
２ 延滞金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未
満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。

（２連）

払 込 取 扱 票 □公 払 込 料 金
加入者負担０７ 小!

口 座 記 号 番 号 金

額

千 百 十 万 千 百 十 円

加
入
者
名

備

考

道 税 住所（所在地）

氏名（名 称） 様

日

附

印

領

収

済

通

知

書

年度 税コード 税目 自動車税

登録番号 通番 期割 種別 義務者

期 別

税 額 円 取扱庁

延滞金額

納 期 限 年 月 日 取りまとめ金融機関
北海道指定金融機関

上記のとおり領収したので
通知します。

北海道会計管理者（支庁出納員）様
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別記第４９号様式の５その２を次のように改める。
その２

異 動 届 出 書

付

受 印

※整理（法人）番号

※連結グループ整理番号

年 月 日

税 務 署 長

支 庁 長
様

（札幌道税事務所長）

市 町 村 長

次の事項について異動したので届け出ま

す。

（ふりがな）

法 人 名

本店又は主たる

事務所の所在地

〒 ビル名等

電話（ ） －

納 税 地
〒

電話（ ） －

（ふりがな）

代 表 者 氏 名 �

代 表 者 住 所
〒

電話（ ） －

送付先・連絡先
〒 ビル名等

電話（ ） －

（注）連結親法人が

連結子法人の異動

を届け出る場合の

連結子法人の状況

（ふりがな）

法 人 名

納 税 地
（本店又は主たる
事務所の所在地）

〒 （ 局 署）

電話（ ） ー

（ふりがな）

代 表 者 氏 名
代 表 者 住 所

〒

異動事項等 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

・ ・
（ ・ ・ ）

・ ・
（ ・ ・ ）

・ ・
（ ・ ・ ）

・ ・
（ ・ ・ ）

・ ・
（ ・ ・ ）

所轄税務署 税 務 署 税 務 署

（注）事業
年度を変更
した場合

変更後最初の事業年度：（自）平成 年 月 日 ～ （至）平成 年 月 日

（注）本店
所在地の変
更の場合

「異動前」の本店等は、事務所・事業所として（存続・廃止）する。

合併等区分 分
割
法
人
区
分

□ 分割法人（本店）

□ 分割法人（支店）

□ 非分割法人

添

付

書

類

１ 登記事項証明書

２ 定款等の写し

３ 合併契約書の写し

４ 分割計画書又は分割契約書の写し

５ その他（ ）

合

併

□ 適格

□ 非適格

分

割

□ 分割型分割

（□ 適格 □ その他）

□ 分社型分割

（□ 適格 □ その他）

備

考

税理士署名押印 � 事務所所在地
〒

電話（ ） －

別記第５４号様式（表）中「"－４」を削り、同様式（裏）を次のように改める。
（裏）

添付書類

区 分 添 付 書 類

１ 住宅が新築された場合 １ 取得した土地の売買契約書及び売買代金領収書の写し
２ 住宅の新築日を証する次のいずれかの書類
� 住宅の登記事項証明書（全部事項証明書（建物）など）
� 住宅の表題登記済証の写し
� 建築基準法に基づく建築確認申請書、確認済証及び検査済証
の写し

３ あなたから土地を譲り受けた者が住宅を新築したときは、当該
譲受者との間の土地の売買契約書の写し
４ 新築した住宅が併用住宅（店舗兼住宅など）又は共同住宅（ア
パート）の場合は、各階平面図の写し
５ その他支庁長等が指示する書類

２ 新築未使用住宅（建売
住宅等）を購入した場合

１ 取得した土地と住宅の売買契約書及び売買代金領収書の写し
２ 住宅の新築日を証する次のいずれかの書類
� 住宅の登記事項証明書（全部事項証明書（建物）など）
� 住宅の表題登記済証の写し
� 建築基準法に基づく建築確認申請書、検査済証及び検査済証
の写し

３ 未使用住宅であることを明らかにする書類（売り主による証
明書など）
４ 自己の居住を証する書類（住民票、運転免許証の写しなど）
※ 自己居住用で、住宅新築から１年を経過している場合のみ必
要

５ 購入した住宅が併用住宅（店舗兼住宅など）の場合は、各階
平面図の写し
６ その他支庁長等が指示する書類

３ 既存住宅（中古住宅）
を取得した場合

１ 取得した土地と住宅の売買契約書の写し及び売買代金領収書の
写し
２ 住宅の新築日を証する次のいずれかの書類
� 住宅用家屋証明書（新築年月日の記載があるもの）
� 住宅の登記事項証明書（全部事項証明書（建物）など）
３ 一定の耐震基準に適合していることが証明された住宅（住宅を
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取得した日の前２年以内に証明されたものに限る。）を取得した
場合は、次のいずれかの書類
� 住宅性能評価書の写し
� 耐震基準適合証明書
４ 自己の居住を証する書類（住民票、運転免許証の写しなど）
５ 取得した住宅が併用住宅（店舗兼住宅など）の場合は、各階平
面図の写し
６ その他支庁長等が指示する書類

別記第５８号様式の２の６、別記第５８号様式の２の８及び別記第５８号様式の３を削る。

別記第５９号様式を次のように改める。

別記第５９号様式 削除

別記第５９号様式の３を削る。

別記第６０号様式を次のように改める。

別記第６０号様式 削除

別記第６０号様式の２及び別記第６０号様式の３を削る。

別記第６１号様式の２中「（第１６条の４の２、第７１条の２関係）」を「（第１６条の４の２、

第５８条関係）」に改める。

別記第６１号様式の４及び別記第６１号様式の５中「（第７１条の５関係）」を「（第５８条の４

関係）」に改める。

別記第６１号様式の６中「（第７１条の６関係）」を「（第５８条の５関係）」に改める。

別記第６２号様式中「（第７１条の１０関係）」を「（第５８条の１０関係）」に改める。

別記第６２号様式の２及び別記第６２号様式の２の２中「（第７２条の２関係）」を「（第５９条

の２関係）」に改める。

別記第６２号様式の２の３及び別記第６２号様式の２の４中「（第７２条の３関係）」を「（第

５９条の３関係）」に改める。

別記第６２号様式の３中「（第７３条関係）」を「（第６０条関係）」に改める。

別記第６２号様式の４中「（第７３条の２関係）」を「（第６０条の２関係）」に改める。

別記第６３号様式から別記第６３号様式の４までの規定中「（第７５条関係）」を「（第６２条関

係）」に改める。

別記第６４号様式その１中「（第７７条関係）」を「（第６３条の２関係）」に改める。

別記第６４号様式の２中「（第７７条の２関係）」を「（第６３条の３関係）」に改める。

別記第６５号様式中「（第７９条の３関係）」を「（第６４条関係）」に改める。

別記第６６号様式の２の２中「（第８０条関係）」を「（第６４条の２関係）」に改める。

別記第６６号様式の２の３中「（第８１条関係）」を「（第６５条関係）」に改める。

別記第６６号様式の２の４中「（第８２条関係）」を「（第６５条の２関係）」に改める。

別記第６６号様式の３中「（第８２条の２関係）」を「（第６６条関係）」に改める。

別記第６６号様式の４中「（第８２条の３関係）」を「（第６６条の３関係）」に改め、同様式

そ の１中「第７００条 の３第３項」を「第１４４条 の２第３項」に、「第７００条 の３第４項」を

「第１４４条の２第４項」に、「第７００条の３第５項」を「第１４４条の２第５項」に、「第７００条

の４第１項第１号」を「第１４４条の３第１項第１号」に、「第７００条の４第１項第２号」を

「第１４４条の３第１項第２号」に、「第７００条の４第１項第３号」を「第１４４条の３第１項第

３号」に、「第７００条の４第１項第４号」を「第１４４条の３第１項第４号」に、「第７００条の

３第６項」を「第１４４条の２第６項」に、「第７００条の４第１項第５号」を「第１４４条の３第

１項第５号」に、「第７００条の４第１項第６号」を「第１４４条の３第１項第６号」に改め、同

様式その２中「第７００条の３」を「第１４４条の２」に、「第７００条の５第１号」を「第１４４条の

５第１号」に、「第７００条の５第２号」を「第１４４条の５第２号」に改める。

別記第６７号様式中「（第８３条関係）」を「（第６６条の４関係）」に改め、同様式の次に次

の１０様式を加える。

別記第６８号様式（第６７条の１５関係）

直径（外輪） ２．５#
（内輪） １．５#

中欄幅 ０．６#

消 印

備考 札幌道税事務所にあっては、「支庁」とあるのは「札幌道税事務所」とする。

別記第６９号様式（第６７条の１６関係）

所有権留保付自動車現況報告書

年 月 日

北海道 支庁長 様

住 所（所在地）

報告者

氏 名（名称） �

北 海 道 公 報 号外第��号 ３１平成２１年３月３１日（火曜日）



次のとおり報告します。

照会支庁名 照会年月日
・ ・

報告期限
・ ・

買

主

住所（所在地）

氏名（名称）

整理番号 車台番号 デーラーコード 登録番号

報

告

事

項

買

主

現住所（所在地） （ 方）

フ リ ガ ナ

氏 名（名 称） （電話 ）

勤務
先

所 在 地 （電話 ）

名 称

報告日現
在自動車
を占有し
ている者

住所（所在地）

氏名（名 称）

占有している理
由

占有年月日
・ ・

賦払
金支
払状
況等

買主の賦払金の支払
銀行等名

支払状況

自動車の所有権を買
主に移転する旨の通
知の有無

その他参考事項

注意 報告事項の欄のみ記入してください。
別記第７０号様式 （第５８条の６、第６７条の１７、第６８条の２関係）
その１

（表）

自動車税課税免除
申 請 書

自動車取得税減免

登 録 番 号

運 輸 車 種 かな 番 号

所 有 者
住所（所在地）

氏名（名 称）

使 用 者
住所（所在地）

氏名（名 称）

適用を受けようとす
る自動車

種 別 用 途 登録（取得）
年 月 日

車 名

普 通

小 型

軽 自

４ 輪 以 上

３ 輪

被 け ん 引

自 家 用

営 業 用

乗 用
ト ラ ッ ク
バ ス
特 種 用 途
（ ）

車台番号 型式（年式）

定置場（使用の本拠の位置）

自 動 車 税
税 額

円
※免除の始期
年 月 日

※免除額
円

自動車取得税
取得価額

円
課税標準額

円
税 額

円
※減免額

円

課税免除（減免）を
受けようとする理由

身体

障害

者に

係る

事項

専ら身体障害
者のために使
用する状況 （参考） � 週平均運行日数 日のうち身体障害者に係る分 日

� 週平均走行距離 �のうち身体障害者に係る分 �

※
１ 通 院
２ 通園・通学
３ 通 所
４ 生 業
５ そ の 他

手
帳
等
の
内
容

手 帳 等 区 分
住所

等 級 又 は 程 度

１身体障害者手帳
２戦傷病者手帳
３療育手帳
４精神障害者保険
福祉手帳
５判定書又は診断
書

級の 特別項症・第 項（款）症 その他

氏名 障害名

番号 交付 年 月 日

自動車運転免許証

住所 種類

氏名 番号

身体障害者との続柄 １ 本人
２ 生計を一
にする者

３ 介護を
する者

免許の取得 年 月 日

旧 登 録 自 動 車 に
係 る 事 項

登録番号
運 輸 車 種 かな 番 号 移転登録

又は抹消登録 年 月 日

上記のとおり
自動車税の課税免除
自動車取得税の減免

を受けたいので、申請します。
（根拠法令－地方税法第 条、道税条例第 条）

年 月 日
申請者

住所（所在地）
氏名（名 称） �

北海道 支庁長 様
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※ 記載事項確認 �

※

処

理

欄

自 動
車 税

課 税 区 分 入力年月日
障 害 区 分
（Ａ～Ｍ）

非免区分コー
ド

税率コード
判定
結果

条例６３条
該 �

�
�

項��
 当 号 ・否定期課税

証紙徴収
前
後

・ ・

自動車
取得税

課 税 区 分 入力年月日 区 分
非免区分コー
ド 判定

結果

条例５９条
該 �

�
�

項��
 当 号 ・否証紙徴収

前
後

・ ・ 新車・中古

◎ 裏面の注意事項をお読みください。

（裏）

注意
１ 身体障害者の課税免除（減免）を受けようとする場合は、この申請書を提出する際に、次の�から	までのうち該当する
もの及び自動車運転免許証を提示してください。
� 身体障害者手帳
� 戦傷病者手帳
� 療育手帳
� 精神障害者保険福祉手帳
	 精神障害者等の判定書又は診断書
２ 「専ら身体障害者のために使用する状況」欄は、身体障害者と生計を一にする者が専ら身体障害者のために運転する場合
又は身体障害者等のみで構成される世帯の身体障害者を介護する者が専ら身体障害者等のみで構成される世帯の身体障害
者のために運転する場合に記載してください。
なお、この場合には、次の書類を添付してください。
� 身体障害者と生計を一にする者が専ら身体障害者のために運転する場合
ア 住民票等身体障害者と生計を一にすることを証する書類
イ 専ら身体障害者のために使用することを証する書類
� 身体障害者等のみで構成される世帯の身体障害者を介護する者が専ら身体障害者等のみで構成される世帯の身体障害者
のために運転する場合
ア 身体障害者等のみで構成される世帯であることを証する書類
イ 身体障害者を介護する者であることを証する書類
ウ 専ら身体障害者のために使用することを証する書類

３ 「手帳等区分」欄は、該当する項目の番号を○で囲んでください。
４ 「身体障害者に係る事項」の「住所」及び「氏名」欄は、身体障害者手帳又は自動車運転免許証の交付を受けている者と
自動車の所有者又は使用者が異なる場合に記載してください。
５ 「身体障害者との続柄」欄は、該当する項目の番号を○で囲んでください。
６ 自動車税の課税免除又は自動車取得税の減免のいずれか一方に該当する場合は、他の一方を消してください。
７ ※印欄は、記載しないでください。

その２（災害による減免の場合）
自 動 車 税
自 動 車 取 得 税

減 免 申 請 書

登録番号

所 有 者
住所（所在地）

氏名（名 称）

使 用 者
住所（所在地）

氏名（名 称）

種 別 用 途
登録（取得）

年 月 日
車 名

減免を受けようとす
る自動車

普 通

小 型

軽 自

４輪以上

３ 輪

被けん引

自 家 用

営 業 用

乗 用
トラック
バ ス
特種用途
（ ）

車台番号 型式（年式）

定置場（使用の本拠の位置）

総排気量 $ 最大積載量 ｔ

乗車定員 人 納税義務の消滅年月日及び理由

自 動 車 税

修 繕 予 定 予定月日 予定金額 修理予定工場名

年度 税額
円

※減免額
円

自 動 車 取 得 税
取得価額

円
課税標準額

円
税額

円
※減免額

円

減免を受けようとす
る理由

被災年月日
・ ・

被災場所

上記のとおり
自 動 車 税
自動車取得税

の減免を受けたいので、申請します。

（根拠法令－地方税法第 条、道税条例第 条）
年 月 日

申請者 住 所（所在地）
氏 名（名 称） �

北海道 支庁長 様

※ 記載事項確認 �

※

処

理

欄

自
動
車
税

課 税 区 分 入力年月日 入 力 区 分 統 計 区 分 税率コード 判
定
結
果

条例６７条の３

該当・否

定期課税
・
証紙徴収

前
・
後

・ ・

自動
車取
得税

課 税 区 分 入力年月日 区 分 統 計 区 分 判
定
結
果

条例５９条
１項１１号
該当・否証紙徴収

前
・
後
・ ・ 新車・中古
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注意 １ この申請書を提出する際には、市町村長、消防署長等の発行する被災証明書等を添付してください。
２ 自動車税又は自動車取得税のいずれか一方だけが該当する場合は、他の一方を消して使用してください。
３ ※印欄は、記載しないでください。

その３（商品所有展示自動車の減免の場合）
自 動 車 税 減 免 申 請 書

%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%
%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%

年 月 日
北海道 支庁長 様

住 所（所在地）
申請者 氏 名（名 称） �

古物商許可番号 第 号

次のとおり、商品として所有し、かつ、展示している自動車に係る 年度分の自動車税の減免を受けたいので申請しま
す。

（根拠法令－道税条例第 条、道税規則第 条）

番 号
登 録 番 号

車台番号
登録（取得）
年 月 日

年 税 額
減免を受け
ようとする
税額

賦課期日後の販
売等の状況

※摘 要
運輸 車種 かな 番 号 年月日 事 由

円 円

参

考

事

項

他に事務所（本・支店等）がある場合は、
その所在市（区）町村名

口座振替による還付を希望する場合

金融機関の名称 口座区分 口 座 番 号 口 座 名 義 人

本店・支店
普 通
当 座

※ 記載事項確認 �

※
処
理
欄

滞 納 納期内納付
滞納処分
２年経過

罰金刑等
３年経過

添 付 書 類 判

定

結

果

該当・否

※
入
力
年
月
日

無・有 該当・否 該当・否 該当・否

１ 古物商許可証の写し
２ 自動車税納税通知書の写し
３ 商品中古自動車証明書
４ 販売等の証明書

注意 １ 北海道税条例第６８条及び北海道税条例施行規則第６８条の４の要件を確認し、特に次の要件について留意してください。
� 自動車税に係る徴収金について滞納していないこと及び当該年度の自動車税について納期限までに納付しているこ
と。
� 道税の滞納処分を受けた場合は、その日から２年を経過していること。
２ 申請期限は、当該年度の自動車税の納期限前７日までです。

３ この申請書には、古物商許可証の写し、自動車税納税通知書の写し及び財団法人日本自動車査定協会（昭和４１年６月
１日に財団法人日本自動車査定協会という名称で設立された法人をいう。）発行の商品中古自動車証明書を添付してく
ださい。
４ ※印欄は記載しないでください。

別記第７１号様式（第６７条の２０関係）
自動車税の売主の第二次納税義務
徴収金納付義務免除申告書

第 二 次 納 税 義 務 者
（売主）

住所（所在地）

氏名（名称）

納税義務者（買主） 氏名（名称）

納付義務を免除されるべ
き第二次納税義務に係る
徴収金

登録番号 車台番号

定置場（使用の本拠の位置）

納付納入通知書番号 年度 税額

円

その他徴収金

円

納税義務を免除されるべ
き事由 自動車の売買代金の額

円

左のうち買主から受け取る
ことができなくなった額

円

上記のとおり、自動車の売主の第二次納税義務に係る徴収金の納付義務の免除事
由に該当しますから、関係書類を添付して申告します。（根拠法令－地方税法第
条、道税条例第 条）

年 月 日

住所（所在地）
申告者
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氏名（名 称） �
北海道 支庁長 様

注意 納付義務を免除されるべき自動車の売主の第二次納税義務に係る徴収金に係る自
動車の所在及び買主の住所又は居所が不明である事実並びに自動車の売買代金の全
部又は一部を受け取ることができなくなった事実を証明する書類を添付してくださ
い。

別記第７２号様式（第６９条の２関係）
鉱 区 税 減 免 申 請 書

納 税 者

住所（所在地）

氏名（名称）

（電話 番）

道内の主たる事
務所又は事業所

住所（所在地）

名称

減免を受けよう
とする鉱区税

鉱区の所在地 登録番号

面 積 鉱物の種類

年 度 納税通知書番号 税 額

減免を受けよう
とする理由

上記のとおり鉱区税の減免を受けたいので、申請します。
年 月 日

住所（所在地）
申請者

氏名（名 称） �

北海道 支庁長 様

別記第７３号様式（第７０条関係）
大 規 模 償 却 資 産 指 定 通 知 書

所 有 者

住 所（所在地）

氏 名（名 称）

償 却 資 産

所 在 地

種 類

上記の償却資産は、道が固定資産税を課すべき大規模償却資産であると認め、その指定をしましたから、通知します。（根
拠法令－地方税法７４２条"&、道税規則７０条）
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年 月 日

北海道知事 '

�
�
�
所有者の氏名又は名称��

 
様市 町 村 長

注意 １ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に知事に異議申立てを
することができます。
２ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日（１による異議申立てをしたときは、当該異議申立
てに対する決定書を受け取った日）の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海
道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、この通
知書又は異議申立てに対する決定書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分又は決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

別記第７３号様式の２（第７０条関係）
大 規 模 償 却 資 産 通 知 書

所 有 者
住 所（所在地）

氏 名（名 称）

償 却 資 産

所 在 地

種 類 課 税 標 準 額 市町村が課税標準とする額 道が課税標準とすべき額

円 円 円

計

上記の償却資産は、道が固定資産税を課すべき大規模償却資産であると認められますから、通知します。（根拠法令－地方
税法７４２条�、道税規則７０条）

年 月 日
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市町村長 '

北海道知事 様

別記第７３号様式の３（第７０条の２関係）
大規模償却資産価格等決定（修正）通知書

所 有 者
住所（所在地）

氏名（名 称）

償 却 資 産

所 在 地

種 類 課税標準額 市町村が課税標
準とする額

道が課税標準と
する額

円 円 円

計

上記の大規模償却資産に対する 年度分の固定資産税に係る価格等及び課税
標準額を決定（修正）しましたから、通知します。（根拠法令－地方税法７４３条"
�、道税規則７０条の２）

年 月 日

北海道知事 '

�
�
�
納税義務者の氏名又は名称��

 
様市 町 村 長

注意 １ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日か
ら起算して６０日以内に知事に異議申立てをすることができます。
２ この処分について不服がある場合には、この通知書を受け取った日（１によ
る異議申立てをしたときは、当該異議申立てに対する決定書を受け取った日）
の翌日から起算して６月以内に、北海道（訴訟において北海道を代表する者は、
北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴
えを提起することができます。ただし、この通知書又は異議申立てに対する決
定書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分又は決定の
日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが
できなくなります。

附 則

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規
定中不動産取得税に関する部分は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後
の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得
に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。
３ この規則による改正後の規則の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動
車の取得に対して課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対し
て課する自動車取得税については、なお従前の例による。
４ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道税条例施行規則の規定に基づい
て作成されている用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の
間、必要な調整をして使用することを妨げない。
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